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Ⅰ－１　貸付要件と技術基準の概要　
検査機関では、お客様からの物件検査の申請に基づき、次の内容について検査を行っています。

(1) 貸付要件について、正しく面積算定がなされているか。（表１　貸付要件の概要参照）

(2) 技術基準について、基準に適合しているか。（表２　技術基準の概要参照）
検査機関では、物件検査の申請内容と機構への借入申込内容との照合は行っておりませんので、物件検査の申請に当たっては、機構への申込み内容をご確認の上、ご申請ください。

表１　貸付要件の概要
	項目
	ファミリー対応
賃貸住宅融資
	ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ対応（高齢者対応）賃貸住宅融資
	まちづくり融資

	戸あたり床面積
	原則50㎡以上

（４０㎡以上に緩和される場合もあります。※）
	25㎡以上

高齢者向け優良賃貸住宅

（施設等共用）の場合は

18㎡以上
	原則30㎡～280㎡
（24㎡～280㎡に緩和される場合があります。※）

	建物面積
	融資対象となる賃貸住宅部分の延べ面積

200㎡以上
	（共同建替え事業の場合）

新たに建設される住宅の戸数または延べ面積の合計が建替えにより除却される住宅の戸数または延べ面積の合計以上

	敷地面積
	165㎡以上
	原則　100㎡以上

	住宅の建方
	一戸建て住宅以外
	制限なし


※詳細は機構担当部署(巻末)にご確認ください。
表２　技術基準の概要
	
	基準の概要

	接道
	原則として一般の道に２ｍ以上接道

	住宅の規格
	原則として２以上の居住室、炊事室、便所、浴室の設置

	断熱構造
	住宅の外壁、天井又は屋根、床下などに所定の厚さ以上の断熱材を施工

（昭和55年省エネ告示レベルの断熱構造）
（住宅性能表示の省エネルギー対策等級２レベル）

	住宅の構造
	耐火構造、準耐火構造（省令準耐火構造を含む）

	住宅の耐久性
	外壁に接する土台を木造とする住宅は、土台に一定の防腐防蟻措置を行い、土台に接する外壁の下端には水切りを設けます。

	配管設備の点検
	共同住宅の場合、共用配管を構造耐力上主要な壁の内部に設置しないこと。
共同住宅以外の場合、炊事室に設置される給水排の配管等は、点検口等から点検又は清掃できるものとすること

	区画
	住宅相互間を１時間準耐火構造等の界床・界壁で区画

	床の遮音構造
（共同住宅の場合）
	鉄筋コンクリート造の均質単板スラブ等で厚さ15㎝以上又はこれと同等以上の遮音上有効な構造。

	空地の確保※
	原則として、団地の敷地面積の３％以上の面積の空地（公園、広場、緑地、その他の空地）

	バリアフリー構造
	バリアフリー対応賃貸住宅融資の場合、段差解消、手すりの設置等、バリアフリー工事が必要


· 空地の確保の基準の適用の有無については機構担当部署(巻末)に確認してください。
· 基準の詳細はP.20をご覧ください。
Ⅰ－２　物件検査について　
賃貸住宅融資をご利用いただく場合には、住宅金融支援機構の定める技術基準に適合しているかどうか検査機関による物件検査の手続きが必要になります。
なお、物件検査を受けるにあたって、検査手数料がかかります。検査手数料はお問い合わせください。
（物件検査のすべてにおいて、申請者以外(代理人)が手続きを行う場合は、委任状が必要となります。）

１　手続きの流れ
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· 階数、戸建て型式にかかわらず、中間現場検査はありません。
· 設計検査の申請可能時期は、竣工現場検査時までです。

２　設計検査について

設計検査とは、お建てになる賃貸住宅が住宅金融支援機構の定める技術基準に適合しているかどうかなどを設計図書等により検査する手続きです。

(1)　設計検査の申請時期

竣工現場検査の申請前までです。

着工後であっても申請できます。
(2)　設計検査申請時の提出書類＊
	提出書類
	提出部数

	①設計検査申請書(賃貸住宅)[適賃工第１号書式]
	（第一面）
	２

	
	（第二面）
	

	
	（第三面）
	

	
	(第四面)
	

	②設計図書（「ア　設計図書とは」参照）
	２

	③付図（設計図書から断面図、仕様書を除いたもの）
（「イ　付図とは」参照）
	１

	賃貸融資（高齢者対応）の場合

④高齢者向け賃貸住宅･バリアフリー基準仕様シート
	２


＊その他検査に必要となる書類をお願いする場合があります。
＊設計検査申請書(賃貸住宅)の記載方法については、P11をご覧ください。
＊機構承認住宅の場合は一部異なります。詳しくは、P9をご覧ください。

	機構承認住宅（設計登録タイプ）とは・・・

同一の工法及び仕様により繰り返し供給される住宅（プレハブ住宅等）について、予め機構が基準及び関係諸規程に基づき審査を行い、設計図書を登録することが適当であると認めた住宅のことです。


ア　設計図書とは
　　②の設計図書とは次の書類です。
	書類名
	摘要（明示すべき事項等）

	付近見取図
	方位、道路及び目標となる建物（現場に行く目安となる事項）

	配置図
	縮尺、方位、敷地の境界線、敷地内における建築物の位置、申請に係る建築物と他の建築物との別、擁壁並びに敷地に接する道路の位置及び幅員

	平面図
	縮尺、方位、間取、各室の用途、壁の位置及び種類、開口部及び防火戸の位置、断熱材の種類及び厚さ並びに床下点検口の位置

	立面図（２面以上）
	縮尺及び開口部の位置

	矩計図
	縮尺、構造耐力上主要な部分の材料の種類及び寸法並びに断熱材の種類及び厚さ

	断面図
	縮尺、床の高さ、各階の天井の高さ、軒及びひさしの出並びに軒の高さ及び建築物の高さ

	住宅の床面積計算図
	対象住宅部分の専有面積及び延べ面積、その他住宅部分の専有面積及び延べ面積、非住宅部分の延べ面積の計算図

	敷地面積計算図
	敷地面積の計算図

	空地面積計算図
	空地面積の求積図（第三面「敷地面積の3%の空地」欄が「あり」の場合のみ）

	既存建築物の床面積計算図
	既存建築物がある場合のみ。

既存建築物の床面積

	仕上表、仕様書等
	品質、成分、性能、精度、製造や施工の方法、部品や材料のメーカーなど図面に明示しきれない事項を記載したもの。


イ　付図とは

③の付図とは次の書類です。（設計図書から断面図、仕上表、仕様書等を除いたもの）

	書類名
	摘要（明示すべき事項等）

	付近見取図
	方位、道路及び目標となる建物（現場に行く目安となる事項）

	配置図
	縮尺、方位、敷地の境界線、敷地内における建築物の位置、申請に係る建築物と他の建築物との別、擁壁並びに敷地に接する道路の位置及び幅員

	平面図
	縮尺、方位、間取、各室の用途、壁の位置及び種類、開口部及び防火戸の位置、断熱材の種類及び厚さ並びに床下点検口の位置

	立面図（２面以上）
	縮尺及び開口部の位置

	矩計図
	縮尺、構造耐力上主要な部分の材料の種類及び寸法並びに断熱材の種類及び厚さ

	住宅の床面積計算図
	対象住宅部分の専有面積及び延べ面積、その他住宅部分の専有面積及び延べ面積、非住宅部分の延べ面積の計算図

	敷地面積計算図
	敷地面積の計算図

	空地面積計算図
	空地面積の求積図（第三面「敷地面積の3%の空地」欄が「あり」の場合のみ）

	既存建築物の床面積計算図
	既存建築物がある場合のみ。

既存建築物の床面積


(3)　設計検査に合格したら

設計検査に合格すると、次の書類が交付されます。
申請者様用
· 「設計検査に関する通知書（申請者用）」

· 「設計検査に関する通知書付表１」（H20.4.1以降合格分から）

· 「設計検査に関する通知書付表２」（H20.4.1以降合格分から）

· 「設計検査申請書」（副本）

· 設計図書(副本)

機構提出用
· 「設計検査に関する通知書（住宅金融支援機構提出用）」

· 「設計検査に関する通知書付表１」
· 「設計検査に関する通知書付表２」
· 付図１通
機構提出用書類は速やかに機構担当部署(巻末)にご提出ください。

(4)　設計検査合格後に計画の変更を行う場合

設計検査合格後、計画の変更を行う場合は、現場検査申請時に現場検査申請書の「計画に関する変更内容又は連絡事項」の欄に変更内容を記入するとともに、変更に係る部分の図面を提出してください。住宅の構造・工法が変わるなど、大きな計画の変更がある場合は、あらかじめ機構担当部署(巻末)及び検査機関担当者にご相談ください。
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[参考]設計検査提出書類と合格後交付される書類のイメージ

３　現場検査について

現場検査とは、工事が住宅金融支援機構の定める技術基準に適合しているかを検査機関の担当者が直接現場におもむき検査することです。

(1)　現場検査の時期

竣工したとき。
※具体的な日程についてあらかじめご連絡いただき、少なくとも１週間前には申請してください。

(2)　現場検査の提出書類＊
竣工現場検査・適合証明申請の際、提出していただく書類は次のとおりです。
	提出書類
	提出部数

	①　竣工現場検査申請書･適合証明申請書(賃貸住宅)　
[適賃工第４号書式]
	（第一面）
	２

	
	（第二面）
	

	
	（第三面）
	

	
	（第四面）
	

	②　検査済証の写し
  ○現場検査・適合証明申請と完了検査申請が同一機関の場合
→提出不要

※現場検査に関する通知書・適合証明書の交付は、検査済証交付後となります。
○現場検査・適合証明申請と完了検査申請が別の機関の場合
・検査済証が交付済の場合
→検査済証(写)
・検査済証が未交付の場合
→完了検査申請日が確認できる書類の写し

※後日検査済証（写）を提出していただきます。竣工現場検査に関する通知書・適合証明書の交付は、検査済証（写）の提出後になります。
	１

	③　現場検査申請書付表　工事内容確認チェックシート(竣工）
（賃貸住宅(一般用又は機構承認住宅（設計登録タイプ）)用)
	２


＊その他検査に必要となる書類をお願いする場合があります。
＊詳しくはP10をご覧ください。

＊竣工現場検査申請書(賃貸住宅)の記載方法については、P15をご覧ください。
(3)　現場検査に合格したら

竣工現場検査に合格すると、次の書類が交付されます。

申請者様用として
· 「竣工現場検査に関する通知書・適合証明書（申請者用）」
· 「適合証明書　付表1」（H20.4.1以降合格分から）
· 「適合証明書　付表２」（H20.4.1以降合格分から）
· 「竣工現場検査申請書・適合証明申請書」(副本)
· 「現場検査申請書付表　工事内容確認チェックシート(竣工）」(副本)
機構提出用書類として
· 「竣工現場検査に関する通知書・適合証明書（住宅金融支援機構提出用）」

· 「適合証明書　付表1」
· 「適合証明書　付表２」

が交付されます。

機構提出用書類は速やかに機構担当部署(巻末)にご提出ください。
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[参考]現場検査提出書類と合格後交付される書類のイメージ

Ⅱ－１　物件検査申請必要書類チェックシート　
1 設計検査必要書類

提出書類＊

	□
	設計検査申請書(賃貸住宅)（第一面）
	[適賃工第１号書式]　
	2部

	□
	設計検査申請書(賃貸住宅)（第二面）
	[適賃工第１号書式]　
	2部

	□
	設計検査申請書(賃貸住宅)（第三面）
	[適賃工第１号書式]　
	2部

	□
	設計検査申請書(賃貸住宅)（第四面）
	[適賃工第１号書式]　
	2部

	□
	委任状（申請者以外の代理人が手続きが行う場合）
	1部

	□
	設計図書と付図（下表参照）
	計3セット


設計図書と付図

	一般
	プレハブ住宅などの
機構承認住宅
	設計図書等の種類
	

	□
	□
	付近見取図
	２セット
	１セット (付図)

	□
	□
	配置図
	
	

	□
	□
	平面図
	
	

	□
	
	立面図(２面以上）
	
	

	□
	
	矩計図
	
	

	□
	□
	住宅の床面積計算図（対象住宅部分の専有面積、延べ面積、その他住宅部分の専有面積、延べ面積・非住宅部分の延べ面積）
	
	

	□
	□
	敷地面積計算図
	
	

	□
	□
	空地面積計算図（第三面「敷地面積の3%の空地」欄が「あり」の場合のみ）
	
	

	□
	□
	既存建築物の床面積計算図（既存建築物がある場合）
	
	

	□
	
	断面図
	

	□
	
	仕様書、仕上表等
	

	□
	
	省令準耐火構造の場合は次のいずれか
	

	
	
	　　　□原則として機構監修の工事共通仕様書（枠組壁工法）
	

	
	
	　　　□「省令準耐火構造の承認一覧」に該当する工法の特記仕様書
	

	
	□
	住宅金融支援機構承認住宅（変更）承認通知書（写）
	

	
	□
	省ｴﾈﾙｷﾞｰ基準適合仕様シート
（又は、優良住宅取得支援制度(省ｴﾈﾙｷﾞｰ性）適合仕様ｼｰﾄでも差し支えない）
	

	
	□
	構造に応じた適合仕様シート
	

	
	
	　耐火構造の場合
	

	
	
	　　　□　耐火構造適合仕様シート
	

	
	
	　準耐火構造の場合次のいずれか
	

	
	
	　　　□　省令準耐火構造適合仕様シート
	

	
	
	　　　□　イ準耐火（1時間）構造適合仕様シート
	

	
	
	　　　□　イ準耐火(45分）構造適合仕様シート
	

	
	
	　　　□　ロ準耐火構造適合仕様シート
	

	· その他検査に必要な書類をお願いする場合があります。
賃貸融資(高齢者対応)の場合追加になる書類

	一般
	プレハブ住宅などの
機構承認住宅
	設計図書等の種類
	

	□
	
	高齢者向け賃貸住宅･バリアフリー基準仕様シート
	2部

	※□
	※□
	高齢者向け賃貸住宅･バリアフリー基準適合仕様シート
	2部


※プレハブなどの機構承認住宅（設計登録タイプ）の場合は、いずれかの書類を提出してください。

②　現場検査(竣工）・適合証明必要書類

提出書類＊

	□
	竣工現場検査申請書･適合証明申請書(賃貸住宅)（第一面）
	[適賃工第４号書式]
	2部

	□
	竣工現場検査申請書･適合証明申請書(賃貸住宅)（第二面）
	[適賃工第４号書式]
	2部

	□
	竣工現場検査申請書･適合証明申請書(賃貸住宅)（第三面）
	[適賃工第４号書式]
	2部

	□
	竣工現場検査申請書･適合証明申請書(賃貸住宅)（第四面）
	[適賃工第４号書式]
	2部

	□
	在来木造・枠組壁工法・鉄骨造・RC造等(機構承認住宅（設計登録タイプ）以外）の場合
　現場検査申請書付表　工事内容確認チェックシート(竣工）　賃貸住宅（一般用）
	2部

	□
	機構承認住宅（設計登録タイプ）の場合
　現場検査申請書付表　工事内容確認チェックシート(竣工）　

賃貸住宅（機構承認住宅（設計登録タイプ）用）
	2部

	□
	検査済証の写し
	1部

	□
	委任状（申請者以外の代理人が手続きが行う場合）
	1部


· その他検査に必要な書類をお願いする場合があります。
Ⅱ－２　物件検査申請書の記載要領　
○　太線枠内のみを記入してください。（※印のある欄については、申請者は記入しないでください。）

書類の記入ミスや記入漏れはトラブルや手戻りの原因になりますので注意してください。

設計検査申請書（賃貸住宅）
第一面
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[image: image13.wmf]※備考欄

連絡事項





※検査機関受付欄

※判定欄

　（合格年月日及び番号）

平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日

第　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 号F

融資種別

※検査者氏名

※決裁者氏名

※整理簿記録照合欄

△□1.賃貸融資（ファミリー対応）　　

□2.賃貸融資（高齢者対応）　　□3.まちづくり融資（建設）

申請者

　郵便番号　　〒（　

○○○

−

○○○○

）

　現 住 所　

　

○○県○○市××町１−２−３

　電話番号　　（

○○○○

）−（

○○

　　

）−（

○○○○

　）

　申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

澆����

　　　　　

澆

フリガナ

印

建設の場所（地名地番）

○○県○○市××町５−２、６−３，７−１

○○マンション

ジュウタク　タロウ

住宅　太郎

[適賃工第１号書式]

設計検査申請書（賃貸住宅）

（第一面）

建物の名称

独立行政法人住宅金融支援機構の定める技術基準、手続き及び申請書第二面の申請者確認事項を了承するとともに、申請書第二

面に記載された個人情報の取扱いについて同意の上、下記のとおり設計検査を申請します。なお、当申請書及び添付図書等に記載

の事項は、事実に相違ありません。

○○○

申請日

平成　

１９

年

 ○�

月

 

 

○

日

検査機関名

殿

住宅

[image: image14.wmf]　住宅　太郎

住宅設計�梶@・

　（○○）−（○○○○）−（○○○○）

[適賃工第１号書式]

設計検査申請書（賃貸住宅）

（第二面）

工　　期

着工予定日

竣工予定日

平成

1

9

年

平成

1





○

月

○

○

建築主

建築主名

郵便番号・住所

　〒

○○○−○○○○　○○県○○市○○町１−２−３

日

○

月

○

日

○

○

照会先

名称・電話番号

郵便番号・住所

　〒

○○○−○○○○　○○県○○市○○町４−５−６

区分

△□1.設計者　　　 　□2.工事監理者　　 　　□3.工事請負者　　 　　□4.事業主�

　 □5.販売代理　　　□6.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）�

9

年

＜申請者確認事項＞

 

１

 

独立行政法人住宅金融支援機構（以下「機構」といいます。）の融資を受けるに際しては、機構の定める次の要件に該当する必要があ

ることについて承知しており、これらの要件について確認しています。

 

 

(1) 

賃貸住宅に係る技術的基準に適合していること。

 

 

(2) 

空地の確保、

敷地面積、

１

戸

当たり

の床面積、

対象住宅

の延べ面積、

全体の延べ面積に占める非住宅等の延べ面積の合計の割合、

建設費等の賃貸住宅融資の要件に適合していること。

 

 

２

 

申請をする賃貸住宅についての適合証明は、当該賃貸住宅が機構融資の

対象となる技術的基準に適合していることを証明するもので

あり、当該住宅の性能を保証するものではないことを承知しています。

 

 

＜個人情報の取扱い＞

 

１

 

個人情報を利用する業務の内容及び目的

 

    

検査機関は、個人情報の保護に関する法令に基づき、申請者（以下「お客様」といいます。）から提供を受けた個人情報を次の業務

 

及

び利用目的の達成に必要な範囲で利用いたします。

 

(1) 

業務内容

 

 

ア

 

住宅に係る検査を行い、機構融資に係る技術的基準に適合することを証明する業務（以下「適合証明業務」といいます。）

 

  

イ

 

その

他これらに付随する業務

 

(2) 

利用目的

 

  

  

設計検査の申請に際して取得した個人情報は、以下の目的で利用します。

 

  

ア

 

検査機関が行う適合証明業務の実施のため

 

  

イ

 

お客様との契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため

 

  

ウ

 

その他、お客様とのお取引を適切かつ円滑に履行するため

 

２

 

機構等への個人情報の提供

 

  

検査機関は、個人情報の保護に関する法律第

23

条第１項各号に掲げる場合を除き、お客様から提供を受けた個人情報を第三者に提供

することはありません。

 

 

  

ただし、個人情報の保護に関する法令に基づくお客様の同意を得た上で、下記に示すとおり利用目的の達成に必要な範囲内で個人情

報を機構等に提供することがあります。

 

 

 

個人情報の提供

先

 

提供先の利用目的

 

提供する個人情報

 

機構

 

・適合証明業務の適切かつ円滑な実施のために必要な情報の徴収等

 

・機構が行う融資の対象となる住宅等の審査及びその他の事務

 

・住宅ローンや住宅関連の情報提供・市場調査や分析・統計の実施

 

・アンケートの実施等による機構に関連する商品やサービスの研究・開発

 

設計検査申請書に記載された申請者等の属性

（氏名、住所、電話番号等）、申請に係る住宅情報

（所在地、構造、面積、仕様等）

 

 

[image: image15.wmf]＜定率について＞

＜面積要件についての注意事項＞

＜各対象住宅の概要＞

融資種別に応じて次の要件を設けている。（原則外の取扱いについては機構支店の承認が必要。）

・賃貸住宅（ファミリー対応）：１戸当たりの床面積が40�u以上の住宅

・賃貸住宅（高齢者対応）：１戸当たりの床面積が原則25�u以上でバリアフリー基準に適合する住宅

＜非住宅等の延べ面積の合計[Ｆ]の建物全体の延べ面積[Ｇ]に対する割合＞

融資種別に応じて次の要件を設けている。





月





階   数B

□5.耐火

機構承認住宅（設計登録

タイプ）の場合

　会社名

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

工　　　　法

△□1.在来木造　□2.ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ（木質系）　□3.ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ（鉄骨系）　□4.ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ（ｺﾝｸﾘｰﾄ系）

□7.鉄骨造・RC造等

　 □5.枠組壁工法（ﾂｰﾊﾞｲﾌｫｰ工法）　□6.丸太組構j

[適賃工第１号書式]

設　計　検　査　申　請　書　（賃貸住宅）

設計検査に関する通知書付表１（賃貸住宅）

（第三面）

印

設計検査合格日

平成









年









日

検査機関





階

地上

3

階

地下

5

戸





（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

承認番号

棟

1

住宅総戸数

棟　　　数









1

0

�u

△□2.連続建て 　□3.重ね建て�

 　□4.共同建て�

敷地面積

建物の

構造等

構　造

4

6

5

戸建型式

△□3.準耐火

対象住宅

賃貸住宅(ﾌｧﾐﾘｰ対応)�

賃貸住宅(高齢者対応)

まちづくり融資(建設)

対象住宅の１戸当たりの床面積合計[Ａ]





．

0

○床面積表





1

4

戸

8

.

.

8

5









.





0

戸

.

1

2

�u

その他住宅

（賃貸オー

ナー住宅、小

規模住宅等）













その他住宅の１戸当たりの床面積合計[Ｃ]









1





　空地面積／敷地面積

（　　　　�u／　　　　　�u）＝　　　％≧３％

△　□１　あり

　　□２　なし

敷地面積に対する

空地面積の割合

区分

戸数

面積（�u）

敷地面積の３％の空地





6

0

0

0

�u

対象住宅の延べ面積[（Ａ×定率※）＝Ｂ]

−









6

7

8

0

0

�u

非住宅等

非住宅

非住宅部分の延べ面積[Ｅ]

−













�u

その他住宅の延べ面積[（Ｃ×定率※）＝Ｄ]

−













9

6

.

1

�u

非住宅等の延べ面積の合計[（Ｄ＋Ｅ）＝Ｆ]













9

6

.

1

8

�u

建物全体の延べ面積[Ｇ]









7

7

4

.

1

8

・賃貸住宅（ファミリー対応）又は賃貸住宅（高齢者対応）の場合

　　非住宅等の延べ面積の合計[Ｆ]／建物全体の延べ面積[Ｇ]≦１／４

・まちづくり融資（建設）の場合

　　非住宅等の延べ面積の合計[Ｆ]／建物全体の延べ面積[Ｇ]≦１／２

�u

１戸当たりの床面積の合計から延べ面積を算定する際の定率は次のとおり。

　・地上階数６階以上の場合は１．３１

　・地上階数５階以下の場合は１．１３

１戸当たりの床面積、敷地面積、対象住宅の延べ面積、建物全体の延べ面積に占める非住宅等の延べ面積の合計の割合に

ついては、原則外の取扱いがあるため、適合証明においては申請された面積が適切に算定されていることのみを確認してお

ります。

・まちづくり融資（建設）：１戸当たりの床面積が原則30�u〜280�uの住宅B

[image: image16.wmf]※　非住宅部分については記載不要です。

オーナー住宅













【その他住宅床面積表】

[適賃工第１号書式]

設　計　検　査　申　請　書　（賃貸住宅）

設計検査に関する通知書付表２（賃貸住宅）

（第四面）

設計検査合格日

平成









年





【対象住宅床面積表】





月

�u

�u









日

検査機関

.





















印

�u





.





















�u









戸

















.









戸









.





















.









�u

































戸





2

�u













.









8

�u

.

1

戸













�u





1

5

0

�u





8

5

.

1

0

0

2

.

4

戸





1

6

2

�u

2

0

戸数

計

（ｂ）

対象住戸

タイプ名

融資種別名

１戸当たりの

床面積（ａ）

（ａ）×（ｂ）

（記入例）

Ａタイプ





8

0

.

0

2

�u

2

0

0

.

0

戸





1

4

0

�u

A

△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�





3

0

.

6

0

0

�u





5

0

.

5

戸









0

0

�u

B

△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�





5

0

.

1

0

0

�u





5

0

.

9

戸









0

0

�u





△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�













.

4









�u













.





戸

















�u





△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�













.













�u













.





戸

















�u





△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�













.













�u









戸

























.

�u





△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�













.













�u









戸

.

























�u





△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�













.













�u









戸

.

























�u





△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�













.













�u









戸

.

























�u





△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�













.













�u









戸

.

























�u





△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�













.





















�u









戸

（記入例）

Ａタイプ

賃貸住宅オーナー自宅等





戸数

計

.









�u









１戸当たりの

床面積（ａ）

（ｂ）

（ａ）×（ｂ）

その他住戸

タイプ名等

.

0





8

0

[image: image17.wmf]△□1.賃貸融資（ファミリー対応）　　

□2.賃貸融資（高齢者対応）　　□3.まちづくり融資（建設）

融資種別

第　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 号F

※備考欄

※検査機関受付欄

※判定欄

計画に関する変更

内容又は連絡事項

　合筆による地名地番の変更

　　××町５−２、６−３，７−１→××町５−２

　（合格年月日及び番号）

平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日

建物の名称

○○マンション

建設の場所（地名地番）

○○県○○市××町５−２

　現 住 所　

　

○○県○○市××町１−２−３

　電話番号　　（

○○○○

）−（

○○

　　

）−（

○○○○

　）

　申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0�����

　　　　　

0

フリガナ

印

ジュウタク　タロウ

住宅　太郎

検査機関名

殿

申請者

　郵便番号　　〒（　

○○○

−

○○○○

）

※検査者氏名

※決裁者氏名

※整理簿記録照合欄

竣工現場検査申請書・適合証明申請書（賃貸住宅）

独立行政法人住宅金融支援機構の定める技術基準、手続き及び申請書第二面の申請者確認事項を了承するとともに、申請書第二面に

記載された個人情報の取扱いについて同意の上、下記のとおり竣工現場検査・適合証明を申請します。なお、当申請書及び添付図書等

に記載の事項は、事実に相違ありません。

（第一面）

[適賃工第４号書式]

○○○

申請日

平成　

１９

年

 ○�

月

 

 

○

日

住宅
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[image: image19.wmf]＜定率について＞

＜面積要件についての注意事項＞

＜各対象住宅の概要＞

融資種別に応じて次の要件を設けている。（原則外の取扱いについては機構支店の承認が必要。）

・賃貸住宅（ファミリー対応）：１戸当たりの床面積が40�u以上の住宅

・賃貸住宅（高齢者対応）：１戸当たりの床面積が原則25�u以上でバリアフリー基準に適合する住宅

＜非住宅等の延べ面積の合計[Ｆ]の建物全体の延べ面積[Ｇ]に対する割合＞

融資種別に応じて次の要件を設けている。

印

[適賃工第４号書式]

竣工現場検査申請書・適合証明申請書（賃貸住宅）

適　合　証　明　書　付　表　１ （　賃　貸　住　宅　） 

（第三面）

現場検査合格日（適合証明日）

平成









日

検査機関









階   数ﾖ

□5.耐火





年

月





建物の

構造等

構　造

戸建型式

△□2.連続建て 　□3.重ね建て�

 　□4.共同建て�

△□3.準耐火













4

0

0

棟　　　数

�u

6

5

0









6

7

8

6

0

0

.

.

0













.

















8

5

.

9

1

8

�u













6













4

.

1

9

6

.

1









7

7

地下





階

戸





地上





1

3

階

�u

面積（�u）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

4

住宅総戸数





1

5

工　　　　法

敷地面積

．

棟

△□1.在来木造　□2.ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ（木質系）　□3.ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ（鉄骨系）　□4.ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ（ｺﾝｸﾘｰﾄ系）

　 □5.枠組壁工法（ﾂｰﾊﾞｲﾌｫｰ工法）　□6.丸太組構�

□7.鉄骨造・RC造等

敷地面積の３％の空地

△　□１　あり

　　□２　なし

敷地面積に対する

空地面積の割合

　空地面積／敷地面積

（　　　　�u／　　　　　�u）＝　　　％≧３％

機構承認住宅（設計登録

タイプ）の場合

　会社名

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

承認番号

○床面積表

区分

戸数





1

戸

非住宅

その他住宅

（賃貸オー

ナー住宅、

小規模住宅

等）

0

�u

対象住宅の延べ面積[（Ａ×定率※）＝Ｂ]

−

0

�u

対象住宅

賃貸住宅(ﾌｧﾐﾘｰ対応)ﾏ

賃貸住宅(高齢者対応)

まちづくり融資(建設)

対象住宅の１戸当たりの床面積合計[Ａ]

非住宅部分の延べ面積[Ｅ]

−









その他住宅の１戸当たりの床面積合計[Ｃ]

1

戸

１戸当たりの床面積の合計から延べ面積を算定する際の定率は次のとおり。

　・地上階数６階以上の場合は１．３１

　・地上階数５階以下の場合は１．１３

・賃貸住宅（ファミリー対応）又は賃貸住宅（高齢者対応）の場合

　　非住宅等の延べ面積の合計[Ｆ]／建物全体の延べ面積[Ｇ]≦１／４

2

�u

.

1

その他住宅の延べ面積[（Ｃ×定率※）＝Ｄ]

−

１戸当たりの床面積、敷地面積、対象住宅の延べ面積、建物全体の延べ面積に占める非住宅等の延べ面積の合計の割合に

ついては、原則外の取扱いがあるため、適合証明においては申請された面積が適切に算定されていることのみを確認してお

ります。

・まちづくり融資（建設）：１戸当たりの床面積が原則30�u〜280�uの住宅B

・まちづくり融資（建設）の場合

　　非住宅等の延べ面積の合計[Ｆ]／建物全体の延べ面積[Ｇ]≦１／２

8

�u

建物全体の延べ面積[Ｇ]

8

�u

非住宅等の延べ面積の合計[（Ｄ＋Ｅ）＝Ｆ]

非住宅等











設計検査申請書（賃貸住宅）
第二面
[image: image20.wmf]※　非住宅部分については記載不要です。

�u

【その他住宅床面積表】

その他住戸

タイプ名等

１戸当たりの

床面積（ａ）

戸数

�u









戸

計





�u





















.

















�u





















.





�u









戸





















.





�u





















.

















�u





















.

















.





戸













0

�u













�u









�u

[適賃工第４号書式]

竣工現場検査申請書・適合証明申請書（賃貸住宅）

適　合　証　明　書　付　表　２ （　賃　貸　住　宅　） 

（第四面）

印

現場検査合格日（適合証明日）

平成









日





年

月





【対象住宅床面積表】

対象住戸

タイプ名

融資種別名

0

（記入例）

Ａタイプ





8









１戸当たりの

床面積（ａ）

戸数

検査機関

計

（ｂ）

（ａ）×（ｂ）

0

�u





�u

2

.

0

0

.

2

0

4

戸





1

6

0

�u

A

△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�





3

0

.

0

0

5

0

.

5

戸









0

0

�u

B

△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�





5

0

.

1

0

0

�u





4

5

0





△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�





.

9

戸





0









.









�u









.





戸

















�u





△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�













.

















.





戸

















�u





△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�













.













△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�













.

















�u









戸

戸













△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�





�u





△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�













.





.













.









△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�









�u













�u

戸





△□1.賃貸住宅（ファミリー対応）

   □2.賃貸住宅（高齢者対応）�

 　□3.まちづくり融資（建設）�













.













（ｂ）

（ａ）×（ｂ）

（記入例）

Ａタイプ

賃貸住宅オーナー自宅等





8

0

.

0

2

�u

2

0

0

.

4

戸





1

6

0

�u

オーナー住宅





8

5

.

1

2

0

�u





1

戸

.

1

2













8

�u

















.









�u

5









�u





























.









戸









.









�u









戸

.

























�u

















.









�u













戸





















.









�u


[image: image21.wmf]　住宅　太郎

住宅設計�梶@・

　（○○）−（○○○○）−（○○○○）

 設計検査合格日�

[適賃工第４号書式]

竣工現場検査申請書・適合証明申請書（賃貸住宅）

年

○

1

○

（第

○○○

号）

1

平成

9

○

日

○

○

月

○

平成

9

年

○

月

○

○

○

設計検査機関コード

○

日

○

月

○

○

日

（第二面）

工　　期

着工日

竣工予定日

平成

1

9

年

○

○

区分

△□1.設計者　　　 　□2.工事監理者　　 　　□3.工事請負者　　 　　□4.事業主ｷ

　 □5.販売代理　　　□6.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）�

建築主

建築主名

照会先

郵便番号・住所

　〒

○○○−○○○○　○○県○○市○○町１−２−３

名称・電話番号

郵便番号・住所

　〒

○○○−○○○○　○○県○○市○○町４−５−６

＜

申請者確認事項＞

 

１

 

独立行政法人住宅金融支援機構（以下「機構」といいます。）の融資を受けるに際しては、機構の定める次の要件に該当する必要があるこ

とについて承知しており、これらの要件について確認しています。

 

 

(1) 

賃貸住宅に係る技術的基準に適合していること。

 

 

(2) 

空地の確保、

敷地面積、

１

戸

当たり

の床面積、

対象住宅

の延べ面積、

全体の延べ面積に占める非住宅等の延べ面積の合計の割合、

建設

費等の賃貸住宅融資の要件に適合していること。

 

 

２

 

申請をする賃貸住宅についての適合証明は、当該賃貸住宅が機構融資の

対象となる技術的基準に適合していることを証明するものであり、

当該住宅の性能を保証するものではないことを承知しています。

 

 

＜個人情報の取扱い＞

 

１

 

個人情報を利用する業務の内容及び目的

 

    

検査機関は、個人情報の保護に関する法令に基づき、申請者（以下「お客様」といいます。）から提供を受けた個人情報を次の業務

 

及び

利用目的の達成に必要な範囲で利用いたします。

 

(1) 

業務内容

 

 

ア

 

住宅に係る検査を行い、機構融資に係る技術的基準に適合することを証明する業務（以下「適合証明業務」といいます。）

 

  

イ

 

その

他これらに付随する業務

 

(2) 

利用目的

 

  

  

設計検査の申請に際して取得した個人情報は、以下の目的で利用します。

 

  

ア

 

検査機関が行う適合証明業務の実施のため

 

  

イ

 

お客様との契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため

 

  

ウ

 

その他、お客様とのお取引を適切かつ円滑に履行するため

 

２

 

機構等への個人情報の提供

 

  

検査機関は、個人情報の保護に関する法律第

23

条第１項各号に掲げる場合を除き、お客様から提供を受けた個人情報を第三者に提供する

ことはありません。

 

 

  

ただし、個人情報の保護に関する法令に基づくお客様の同意を得た上で、下記に示すとおり利用目的の達成に必要な範囲内で個人情報を

機構等に提供することがあります。

 

 

 

個人情報の提供

先

 

提供先の利用目的

 

提供する個人情報

 

機構

 

・適合証明業務の適切かつ円滑な実施のために必要な情報の徴収等

 

・機構が行う融資の対象となる住宅等の審査及びその他の事務

 

・住宅ローンや住宅関連の情報提供・市場調査や分析・統計の実施

 

・アンケートの実施等による機構に関連する商品やサービスの研究・開発

 

設計検査申請書に記載された申請者等の属性

（氏名、住所、電話番号等）、申請に係る住宅情報

（所在地、構造、面積、仕様等）
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設計検査申請書（賃貸住宅）
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第三面
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[image: image27.wmf]自宅

基準に合わない

賃貸住宅

店舗等の

非住宅
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[image: image28.wmf]竣工現場検査

・

適合証明検査後

,

交付書類

副本

竣工現場検査申請書

・

適合証明申請書

(

賃貸住宅

）

[

適賃工第

１

号書式

]

（

第一面

〜

第四面

）

現場検査申請書付表

工事内容確認

チェックシート

（

竣工

）

現場検査

に

関

する

通知書

・

適合証明書

(

賃貸住宅

）

（

申請者用

）

[

適賃工第

5

号書式

]

適合証明書発行後

申請者

から

住宅金融支援機構

に

提出

する

書類

適合証明書

　

付表

１

、

付表

２

[

適賃工第

4

号書式

]

現場検査

に

関

する

通知書

・

適合証明書

(

賃貸住宅

）

（

住宅金融支援機構提出用

）

[

適賃工第

6

号書式

]

適合証明書

　

付表

１

、

付表

２

[

適賃工第

4

号書式

]

[image: image29.emf]A-1 145 110 140 110 65 55 65 45

A-2 135 105 130 105 60 50 60 40

B 125 95 120 95 55 45 55 40

C 110 85 105 85 50 40 50 35

D 95 75 90 75 45 35 45 30

E 80 60 75 60 35 30 35 25

F 60 50 60 50 30 25 30 20

A-1 65 55 45 45 40 40 35 30 25

A-2 60 50 40 40 35 35 30 25 20

B 55 45 40 40 35 35 30 25 20

C 50 40 35 35 30 30 25 20 20

D 45 35 30 30 25 25 25 20 15

E 35 30 25 25 20 20 20 15 15

F 30 25 20 20 20 20 15 15 10

A-1 45 40 35 35 30 40 25 20 10

A-2 40 35 30 30 25 35 20 15 5

B 40 35 30 30 25 35 20 15 5

C 35 30 25 25 20 30 20 15 5

D 30 25 25 25 20 25 15 15 5

E 25 20 20 20 15 20 15 10 5

F 20 20 15 15 15 20 10 10 5

A-1 30 30

A-2 25 25

B 25 25

C 20 20

D 20 20

E 15 15

F 15 15

A-1

A-2

C

D

E

F λ＝0.022以下

λ＝0.028～0.023

λ＝0.034～0.029

A種フェノールフォーム保温板1種1号、2号

A種押出法ポリスチレンフォーム保温板3種、Ａ種硬質ウレタンフォーム保温板2種1号、2号、3

号、4号、Ｂ種硬質ウレタンフォーム保温板1種1号、2号及び2種1号、2号、建築物断熱用吹付

け硬質ウレタンフォームＢ種1、B種2、A種フェノールフォーム保温板2種3号

λ＝0.040～0.035

λ＝0.045～0.041

A種ビーズ法ポリスチレンフォーム保温板特号、A種押出法ポリスチレンフォーム保温板2種、

A種フェノールフォーム保温板2種2号、Ａ種硬質ウレタンフォーム保温板１種、A種ポリエチレ

ンフォーム保温板3種、建築物断熱用吹付け硬質ウレタンフォームＡ種1、A種2

住宅用グラスウール24K相当、32K相当、高性能グラスウール16K相当、24K相当、吹込み用

グラスウール30K相当、35K相当、住宅用ロックウール断熱材、住宅用ロックウールフェルト、

住宅用ロックウール保温板、A種ビーズ法ポリスチレンフォーム保温板1号、2号、3号、A種押

出法ポリスチレンフォーム保温板１種、A種ポリエチレンフォーム保温板2種、吹込み用セル

ローズファイバー25K相当、45K相当、55K相当、A種フェノールフォーム保温板2種1号、3種1

号、3種2号、建築物断熱用吹付け硬質ウレタンフォームＡ種3

住宅用グラスウール16K相当、A種ビーズ法ポリスチレンフォーム保温板4号

A種ポリエチレンフォーム保温板1種1号、2号、タタミボード

A

B

λ＝0.050～0.046

λ＝0.052～0.051

住宅用グラスウール10K相当、吹込み用ロックウール25K相当、A級インシュレーションボード

吹込み用グラスウールGW-1及びGW-2、吹込み用ロックウール35K相当、シージングボード

１．この表において、断熱材の厚さの欄中A～Fは、それぞれ次の断熱材を表すものとする。

記号

熱伝導率

（単位　W/（m・K））

断熱材の種類

壁

外気に

接する床

その他の

床

大壁造で断

熱材を施工

するもの

床

外気に

接する床

その他の

床

　ここで示す断熱材の厚さの表は、基準に規定する熱抵抗値に適合する断熱材の種類・厚さを選択することが容易に

できるように作成したものです。したがって、選択した断熱材の熱伝導率によっては、表に記載される厚さよりも薄い厚

さでも、基準に定められている熱抵抗値に適合させることが可能となる場合があります。

断

熱

材

の

厚

さ

（

単

位

　

ミ

リ

メ

ー

ト

ル

）

住宅の種類 在来木造、枠組壁工法、鉄骨造等の住宅

鉄筋コンクリート造又は組積造

その他これらに類する住宅

壁

部位

屋根又は

天井

真壁造で断

熱材を施工

するもの

床

屋根又は

天井

Ⅰ

地

域

Ⅱ

・

Ⅲ

地

域

Ⅳ

地

域

Ⅴ

・

Ⅵ

地

域
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設計検査申請書（賃貸住宅）
第四面







竣工現場検査申請書・適合証明申請書（賃貸住宅）
第一面

· 設計検査から変更があった場合は、第一面「計画に関する変更内容または連絡事項」欄に記入してください。






竣工現場検査申請書・適合証明申請書（賃貸住宅）
第二面



竣工現場検査申請書・適合証明申請書（賃貸住宅）
第三面

· 設計検査から変更があった場合は、第一面「計画に関する変更内容または連絡事項」欄に記入してください。









竣工現場検査申請書・適合証明申請書（賃貸住宅）
第四面

· 設計検査から変更があった場合は、第一面「計画に関する変更内容または連絡事項」欄に記入してください。









【参考】｢敷地面積の3%の空地｣欄（設計検査申請書(第三面)）について

「あり」とした場合の空地（公園、広場、緑地、その他の空地）面積の算定方法について

　　　注）「なし」とした場合は、算定不要です。
（例１）

   ※空地面積･･･該当部分を直接算定
　  　敷地面積の３％以上の空地面積が確保されている事が
　  　確認できた場合は、当該空地以外に空地が存する場合
      にあっても、求積不要です。
　 　 同一敷地内にある空地については、合わせて３％以上
　　 確保することとし、必ずしも連続している必要はあり
　　 ません。
（例２）                          


  ※空地面積
　　＝（敷地面積）－（建築物）－（駐輪場）－（駐車場）
　　　空地面積には、敷地内通路も含みます。
　　　ただし、駐車場の車路等自動車の通行のための通路を
　　　除きます。

Ⅱ－３　賃貸住宅の技術基準　
(1) 敷地
ア  住宅の敷地は、一般の交通の用に供する道に２メートル以上接しなければならない。
イ  基準法第43条第１項ただし書が適用される建築物の敷地その他これに類する敷地については、アの規定を適用しないことができる。
ウ  基準法第86条第１項若しくは第２項又は第86条の２第１項の規定による認定を受けた各建築物に対するアの規定の適用については、これらの建築物は、同一敷地内にあるものとみなす。
(2) 住宅の規模
併用住宅の人の居住の用に供する部分の床面積は、当該併用住宅の全体の床面積の２分の１以上でなければならない。
(3) 住宅の規格
ア  住宅は、２以上の居住室並びに炊事室、便所及び浴室を有し、独立した生活を営むことができるものでなければならない。
イ  アに規定する「２以上の居住室」の判定に当たっては、相当な規模を有する１の居住室で家具等により実質的に機能分離されるものは、別個の居住室として取り扱うことができる。
(4) 戸建型式等
耐火構造の住宅内の専用階段は、耐火構造以外の構造とすることができる。
(5) 断熱構造
住宅の屋根（小屋裏又は天井裏が外気に通じているものを除く。）又は当該屋根の直下の天井並びに外気等（外気又は外気に通じる床裏、小屋裏若しくは天井裏をいう。）に接する壁、天井及び床は、気候条件に応じて、熱の遮断に有効な材料等により、室内の温度の保持及び結露防止に有効な別紙１又は別紙２に掲げる性能を有する措置を講じたものとしなければならない。
(6) 住宅の耐久性確保に関する措置
ア  外壁に接する土台を木造とする住宅の耐久性確保に関する措置
外壁に接する土台を木造とする住宅は、次の(ｱ) 及び(ｲ) に掲げる基準に適合するものでなければならない。
(ｱ) 土台は次のいずれかに該当するものを用いたものとすること。
ａ  ひのき、ひば、べいひ、べいすぎ、けやき、くり、べいひば、台湾ひのき、ウエスタンレッドシーダー、こうやまき、さわら、ねずこ、いちい、かや、インセンスシーダー若しくはセンペルセコイヤ又はこれらの樹種により構成される集成材等（集成材の日本農林規格に規定する化粧ばり構造用集成柱、構造用集成材の日本農林規格に規定する構造用集成材、構造用単板積層材の日本農林規格に規定する構造用単板積層材又は枠組壁工法構造用たて継ぎ材の日本農林規格に規定する枠組壁工法構造用たて継ぎ材をいう。以下同じ。）
ｂ  構造用製材の日本農林規格等（針葉樹の構造用製材の日本農林規格、広葉樹製材の日本農林規格及び枠組壁工法構造用製材の日本農林規格をいう。以下同じ。）に規定する保存処理の性能区分のうちＫ３以上の防腐処理及び防蟻処理（北海道及び青森県の区域内の住宅にあっては、構造用製材の日本農林規格等に規定する保存処理の性能区分のうちＫ２以上の防腐処理）又は日本工業規格Ｋ1570（木材保存剤）に規定する木材保存剤若しくはこれと同等の薬剤を用いたＫ３以上（北海道及び青森県の区域にある住宅にあっては、Ｋ２以上）の薬剤の浸潤度及び吸収量を確保する工場処理その他これらと同等の性能を有する処理を施したもの
ｃ  ａ又はｂに掲げるものと同等の耐久性の確保に有効な措置が講じられていることが確かめられたもの
(ｲ) 土台に接する外壁の下端には水切りが設けられていること。

イ  住宅の構造
住宅は、耐火構造の住宅又は準耐火構造の住宅でなければならない。
ウ  換気設備
住宅の炊事室、浴室及び便所には次の(ｱ) 又は(ｲ) に掲げる設備を設けなければならない。
(ｱ) 機械換気設備
(ｲ) 換気のできる窓
(7) 配管設備の点検
ア  共同住宅の用途に供する建築物の住戸の給水、排水その他の配管設備（配電管を除く。）で各戸が共有するものは、構造耐力上主要な部分である壁の内部に設けてはならない。
イ  共同住宅以外の住宅の給水、排水その他の配管設備（配電管及びガス管を除く。以下同じ。）で炊事室に設置されるものが仕上げ材等により隠されている場合にあっては、配管設備を点検するために必要な開口又は掃除口による清掃を行うために必要な開口を当該仕上げ材等に設けなければならない。
(8) 区画
ア  住宅（非住宅部分に資金の貸付けをする場合は、当該非住宅を含む。）においては、次の(ｱ) から(ｵ) までに掲げるものの間及び(ｱ) に掲げるものの相互間は、１時間準耐火構造（準耐火構造（基準法第２条第７号の２に規定する準耐火構造をいう。以下同じ。）で建築基準法施行令（昭和25年令第338 号。以下「基準法施行令」という。）第115条の２の２第１項第１号に掲げる技術的基準に適合するものをいう。以下同じ。）の床又は界壁で区画しなければならない。ただし、(ｱ) から(ｳ) までに掲げるものと(ｴ) に掲げるものとの間の界壁、(ｳ) に掲げるもののうち変電室、ボイラー室若しくはポンプ室と(ｵ) に掲げるものとの間の床若しくは界壁又は(ｴ) に掲げるものを(ｵ) に掲げるものと兼用することが必要である場合にあっては(ｴ) と(ｵ) との間の床又は界壁に、それぞれ開口部を設けることができる。
(ｱ) 住宅（(ｲ) に掲げるものを除く。）
(ｲ) 対象外住宅（機構が行う貸付債権の譲受け、特定債務保証及び資金の貸付けの対象となる住宅以外の住宅をいう。以下同じ。）
(ｳ) 共同施設（変電室、ボイラー室、ポンプ室、集会所、管理事務室その他各住宅を使用する者の共同の用に供せられる施設をいう。）
(ｴ) 共用部分（(ｱ) 、(ｲ) 又は(ｳ) において共用する部分をいう。）
(ｵ) 店舗、事務所その他の人の居住の用以外の用途に供する部分（(ｴ) に掲げる共用部分以外の共用部分を含み、併用住宅内の当該部分を除く。）
イ  基準法第２条第９号の３イ又はロのいずれかに該当する住宅に準ずる耐火性能を有する構造の住宅（以下「省令準耐火構造の住宅」という。）においては、アの規定にかかわらず、住宅と共用部分との間の床及び界壁並びに住宅相互間（住宅と対象外住宅との間を含む。）の床を次の(ｱ) 及び(ｲ) に掲げるものとすることができる。
(ｱ) 床  その下面が日本工業規格Ａ1304（建築構造部分の耐火試験方法）に定める標準曲線（以下「 JIS標準曲線」という。）による45分の加熱により、その上面が JIS標準曲線による15分の加熱により、それぞれ構造上有害な変形等を生じないもの。この場合において、当該床の下の住戸においては、壁（界壁を除く。）の室内に面する部分は、 JIS標準曲線による20分の加熱により構造上有害な変形等を生じないものとしなければならない。
(ｲ)  界壁  その両面が JIS標準曲線による30分の加熱により構造上有害な変形等を生じないもの
ウ  地上階数２以下の共同住宅及び重ね建ての住宅にあっては、次によることができるものとする。
(ｱ) 準耐火構造の住宅のうち基準法第２条第９号の３イに該当するもの（基準法施行令第 115条の２の２第１項第１号に掲げる技術的基準に適合する構造の住宅を除く。）については、アの規定にかかわらず住宅と共用部分との間の壁は準耐火構造とすること。
(ｲ) 準耐火構造の住宅のうち基準法施行令第 109条の３第２号に掲げる技術的基準に適合する住宅（以下「政令第２号準耐火構造の住宅」という。）及び省令準耐火構造の住宅については、ア及びイの規定にかかわらず住宅と共用部分との間の壁を、その屋外側を防火構造とするとともに、その屋内側（政令第２号準耐火構造の住宅にあっては、屋根の室内に面する部分又は屋根の直下の天井の室内に面する部分及び壁（界壁を除く。）の室内に面する部分を含む。）をJIS標準曲線による15分の加熱により構造上有害な変形等を生じないものとすること。
(ｳ)  政令第２号準耐火構造の住宅及び省令準耐火構造の住宅については、ア及びイの規定にかかわらず住宅相互間及び住宅と共用部分との間の床を、その下面が JIS標準曲線による30分の加熱により、その上面が JIS標準曲線による15分の加熱により、それぞれ構造上有害な変形等を生じないものとするとともに、省令準耐火構造の住宅にあっては当該床の下の住宅における壁（界壁を除く。）の室内に面する部分を、政令第２号準耐火構造の住宅にあっては屋根の室内に面する部分又は屋根の直下の天井の室内に面する部分及び壁（界壁を除く。）の室内に面する部分を、それぞれ JIS標準曲線による15分の加熱により構造上有害な変形等を生じないものとすること。
エ  アに規定する開口部には、防火戸（基準法第２条第９号の２ロに規定する防火戸その他の政令で定める防火設備であるもの又は基準法施行令第112条第１項に規定する特定防火設備であるものに限る。）を設けなければならない。
オ  併用住宅においては、人の居住の用に供する部分とその他の部分との間を壁、建具等により区画しなければならない。
(9) 共同住宅の床の遮音構造
共同住宅の用途に供する建築物における床は、次のア及びイに定めるところによらなければならない。ただし、自ら居住する住宅を建設する場合にあっては、この限りでない。
ア　次の(ｱ) 及び(ｲ) に掲げる床について、遮音上有効な措置を講じた構造とすること。
(ｱ) 住宅の居住室の直上に存する床
(ｲ) 住宅の床で他の住宅の居住室との間に存する床
イ　アに規定する遮音上有効な措置を講じた構造とは、次の(ｱ) から(ｵ) までのいずれかに該当するものをいう。
(ｱ) 鉄筋コンクリート造の均質単板スラブ等（均質単板スラブ（同一のコンクリートで一様に構成される床構造をいう。）その他一体として振動する床構造をいう。以下同じ。）であって厚さ15センチメートル以上であるもの
(ｲ) 鉄筋コンクリート造のボイドスラブ（部分的に中空層を有するコンクリートの床構造その他これに類する床構造で一体として振動するものをいう。以下同じ。）であって等価厚さ（次に掲げる計算式により求めたh1をいう。）が21センチメートル以上であるもの
ｈ1＝（２ｍ・Σ(ＥiＩi)×10－13）１/４
この式において、ｍ、Ｅi 及びＩi は、それぞれ次の数値を表すものとする。
ｍ　床構造の面密度（１平方メートル当たりの質量をいう。）（単位　１平方メートルにつきキログラム）
Ｅi　 床構造に使用される各部位（ただし、剛に接合される複数の部位については一つの部位とみなす。）のヤング率（単位　１平方メートルにつきニュートン）
Ｉi  床構造に使用される各部位の断面の幅１メートル当たりの断面２次モーメント（単位　１メートルにつきｍ4（メートルの四乗））
(ｳ) 重量床衝撃音レベル（日本工業規格Ａ1418-2（建築物の床衝撃音遮断性能の測定方法－第２部：標準重量衝撃源による方法）に規定する衝撃力特性(1) の標準重量衝撃源又はこれと同等衝撃源によって発生した床衝撃音の受音室における音圧レベルをいう。以下同じ。）が次に掲げる条件下において、おおむね63Hz帯域で88dB以下、125 Hz帯域で78dB以下、250 Hz帯域で71dB以下、500Hz帯域で65dB以下の水準（重量床衝撃音レベル５dBの誤差を含む。）となるよう界床に対し必要な対策を講じたもの
ａ  対象周波数域内（45Hz以上 710Hz以下の周波数域をいう。以下同じ。）において、床構造は拡散曲げ振動場とする。
ｂ  対象周波数域内において受音室は拡散音場とする。
ｃ  受音室の等価吸音面積は10平方メートルとする。
(ｴ) 鉄筋コンクリート造の均質単板スラブ等及びボイドスラブ以外の床構造で、評価方法基準８－１の(3) のロの①のｄ（相当スラブ厚さが11センチメートル以上）に適合するもの

(ｵ) 鉄筋コンクリート造の均質単板スラブ及びボイドスラブ以外の床構造で、重量床衝撃音レベルが遮音等級（日本工業規格A1419-2（建築物及び建築部材の遮音性能の評価方法―第２部：床衝撃音遮断性能）に規定する床衝撃音遮断性能に関する等級をいう。）Li,Fmax,r-65程度の遮音性能を有する構造とするもの

(10) 空地の確保
敷地の規模の３パーセント以上の空地（公園、広場、緑地、その他の空地をいう。）を設けなければならない。ただし、敷地の立地に応じて、敷地の規模の３パーセント未満の空地とすることができる。
(11) 賃貸住宅のバリアフリー構造
賃貸融資（高齢者対応）の賃貸住宅にあっては、別紙3に掲げるバリアフリー構造に係る基準に適合するものでなければならない。

別紙１
断熱構造の基準（熱貫流率等による基準）
１　断熱構造とする部分
  　屋根（小屋裏又は天井裏が外気に通じているものを除く。）又はその屋根の直下の天井並びに外気等（外気又は外気に通じる床裏、小屋裏若しくは天井裏をいう。以下同じ。）に接する天井、壁、床（地盤面をコンクリートその他これに類する材料で覆ったもの又は床裏が外気に通じないもの（以下「土間床等」という。）を除く。以下同じ。）については、地域の区分（３に定める地域の区分をいう。以下同じ。）に応じ、断熱及び結露防止のための措置を講じた構造（以下「断熱構造」という。）とすること。ただし、次の(1) から(4) までのいずれかに該当するもの又はこれらに類するものについては、この限りでない。                                   
　(1) 居室に面する部位が断熱構造となっている物置、車庫その他これらに類する空間の居室に面する部位以外の　　部位 
　(2) 外気に通じる床裏、小屋裏又は天井裏に接する壁 
　(3) 断熱構造となっている外壁から突き出した軒、袖壁、ベランダその他これらに類するもの 
　(4) １戸建ての住宅以外の住宅の壁であって、地域の区分に応じて次の表に掲げる壁の種類に該当するもの  
	地域の区分
	壁　の　種　類

	    Ⅰ
	

	    Ⅱ
	居室又は押し入れ以外の壁（ただし、妻壁を除く。以下同じ。）

	    Ⅲ
	

	    Ⅳ
	居室若しくは押し入れ以外の壁又は南面する壁(ただし、妻壁を除く。)

	    Ⅴ
	すべての壁


	    Ⅵ
	


２　断熱性能等の基準
　　各部位を１に定めるところにより断熱構造とする場合にあっては、次の(1) 又は(2) 及び(3) に定める基準によること。 
　(1) 熱橋（構造部材、下地材、窓枠下材その他断熱構造を貫通する部分であって、断熱性能が周囲の部分より劣るものをいう。）となる部分（壁に設けられる横架材を除く。）による低減を勘案した熱貫流率が、住宅の種類、部位及び地域の区分に応じ、次の表に掲げる数値以下であること。 
　　表  
	     　住宅の種類
	　　　部　位
	熱貫流率（単位　１平方メートル１度につきワット）

	
	
	地　域　の　区　分

	
	
	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅲ
	Ⅳ
	Ⅴ
	Ⅵ

	(1)
	鉄筋コンクリート造
、組積造その他これ
らに類する構造の住
宅（以下「鉄筋コンクリート造等住宅」
という。）
	屋根又は天井
	0.70
	1.04
	1.04
	1.04
	1.41
	1.41

	
	
	壁
	0.81
	1.16
	1.16
	1.53
	
	

	
	
	床
	外気に接する床
	0.61
	1.10
	1.10
	1.28
	
	

	
	
	
	その他の床
	0.70
	1.22
	1.22
	1.88
	
	

	(2)
	(1) 以外の住宅
	屋根又は天井
	0.34
	0.69
	0.69
	0.92
	1.39
	1.39

	
	
	壁
	0.53
	0.98
	0.98
	1.29
	
	

	
	
	床
	外気に接する床
	0.41
	0.92
	0.92
	1.15
	
	

	
	
	
	その他の床
	0.49
	1.01
	1.01
	1.26
	
	


　(2) 各部位の断熱材の熱抵抗値の値が、住宅の種類、部位、工法及び地域の区分に応じ、次の表に掲げる数値以上であること。                                                                                     
	住宅の種類
	部　位

	断熱材の熱抵抗値
（単位　１ワットにつき平方メートル・度）

	
	
	地　域　の　区　分

	
	
	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅲ
	Ⅳ
	Ⅴ
	Ⅵ

	(1)
	鉄筋コンクリート造等住宅
	屋根又は天井
	1.2
	0.7
	0.7
	0.7
	0.5
	0.5

	
	
	壁
	1.0
	0.6
	0.6
	0.4
	
	

	
	
	床
	外気に接する床
	1.2
	0.5
	0.5
	0.3
	
	

	
	
	
	その他の床
	0.8
	0.4
	0.4
	0.1
	
	

	(2)
	(1) 以外の住宅
	屋根又は天井
	2.7
	1.2
	1.2
	0.8
	0.5
	0.5

	
	
	壁

	真壁造で断熱材を施工するもの
	
	1.0
	1.0
	0.7
	
	

	
	
	
	大壁造で断熱材を施工するもの
	2.1
	0.8
	0.8
	0.6
	
	

	
	
	床
	外気に接する床
	2.6
	0.8
	0.8
	0.6
	
	

	
	
	
	その他の床
	2.1
	0.7
	0.7
	0.5
	
	

	１　Ⅰ地域において、一部の壁を真壁造の工法で住宅を建設する場合にあっては、真壁造の壁体内に断　熱材を充填し、その他の壁及び天井に施工する断熱材の熱抵抗値は、次の表に掲げる数値以上とする　ものとする。 

	
	住宅の種類
	部　位
	工　　　　法
	断熱材の熱抵抗値（単位　１ワ ットにつき平方メートル・度）
	

	
	鉄筋コンクリート造等住宅以外
の住宅
	屋根又は天井
	天井に断熱材を施工するもの
	3.1
	

	
	
	壁
	大壁造で断熱材を施工するもの
	2.0
	

	２　外壁面積の合計に対する当該壁の面積の比率が30パーセント以下であり、かつ、次のいずれかに該　当する場合は、ある壁の断熱材の熱抵抗の値を上表に掲げる壁の基準値以下とすることができる（３　若しくは４を適用する住宅又は鉄筋コンクリート造等の住宅を除く。）。        
　(1) 当該壁以外の壁の断熱材の熱抵抗の値を、上表に掲げる壁の基準値と当該壁の断熱材の熱抵抗の　　値との差に、上表に掲げる壁の基準値を加えた値以上とする。                  
　(2) 屋根又は天井の断熱材の熱抵抗の値を、上表に掲げる壁の基準値と当該壁の断熱材の熱抵抗の値　　との差に、上表に掲げる屋根又は天井の基準値を加えた値以上とする。          
　(3) 床の断熱材の熱抵抗の値を、上表に掲げる壁の基準値と当該壁の断熱材の熱抵抗の値との差に、　　上表に掲げる床の基準値を加えた値以上とする。                              
３　次のいずれかに該当する場合は、ある壁の断熱材の熱抵抗の値を上表に掲げる壁の基準値に 0.5を　乗じた値以上とすることができる（２若しくは４を適用する住宅又は鉄筋コンクリート造等の住宅を　除く。）。
　(1) 当該壁の面積の比率が30パーセント以下であり、かつ、開口部の熱貫流率をⅠ地域にあっては
　　 2.33以下、Ⅱ地域にあっては3.49以下、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ及びⅥ地域にあっては4.65以下とする場合   　(2) 当該壁の面積の比率が30パーセント以下であり、かつ、開口部の建具を次の表に掲げる基準に適
　　合するものとする場合

	
	地域の
区分
	建具の種類又はその組合せ
	

	
	Ⅰ
	窓又は
引戸
	次の１から５までのいずれかに該当するもの                        
１　ガラス単板入り建具の三重構造であるもの     
２　ガラス単板入り建具と低放射複層ガラス（空気層12ミリメートル以上のも　のに限る。）入り建具との二重構造であるもの            
３　ガラス単板入り建具と複層ガラス（空気層12ミリメートル以上のものに限  る。）入り建具との二重構造であって、少なくとも一方の建具が木製又はプ　ラスチック製であるもの                                
４　二重構造のガラス入り建具で、ガラス中央部の熱貫流率（単位　１平方メ　ートル１度につきワット。以下同じ。）が1.51以下であるもの            ５　二重構造のガラス入り建具で、少なくとも一方の建具が木製又はプラスチ　ック製であり、ガラス中央部の熱貫流率が1.91以下であるもの 
	

	
	
	窓、引
戸又は
框ドア
	次の１又は２のいずれかに該当するもの                            
１　低放射複層ガラス（空気層12ミリメートル以上のものに限る。）又は三層　複層ガラス（空気層が各12ミリメートル以上のものに限る。）入りの建具で　あって、木製、プラスチック製、木と金属の複合材料製又はプラスチックと　金属の複合材料製のいずれかであるもの                                ２　木製、プラスチック製、木と金属の複合材料製又はプラスチックと金属の　複合材料製のガラス入り建具で、ガラス中央部の熱貫流率が2.08以下である　もの                                            
	

	
	
	ドア
	次の１又は２のいずれかに該当するもの                            
１　木製建具で扉が断熱積層構造であるもの。ただし、ガラス部分を有するも　のにあっては、ガラス部分が低放射複層ガラス（空気層12ミリメートル以上のものに限る。）又は三層複層ガラス（空気層が各12ミリメートル以上のものに限る。）であるもの若しくはガラス中央部の熱貫流率が2.08以下であるもの  
２　金属製熱遮断構造又は木若しくはプラスチックと金属との複合材料製の枠　及び断熱フラッシュ構造扉で構成されるもの。ただ　し、ガラス部分を有す　るものにあっては、ガラス部分が低放射複層ガラス（空気層12ミリメートル　以上のものに限る。）若しくは三層複層ガラス（空気層が各12ミリメートル　以上のものに限る。）であるもの又はガラス中央部の熱貫流率が2.08以下で　あるもの
	

	
	
	玄関戸
	玄関戸にあっては、上記「窓又は引戸」、「窓、引戸又は框ドア」又は「ドア」に掲げるものの他、次の１又は２のいずれかに該当するもの
１　風除室を設け、玄関戸の熱貫流率が4.07（単位  １平方メートル１度につ　きワット）以下であるもの                              
２  複風除室（風除室のガラスすべてに複層ガラスを使用した風除室）を設けたもの                                              
	

	
	Ⅱ
	窓又は
引戸
	次の１から４までのいずれかに該当するもの                        
１　ガラス単板入り建具の二重構造で、少なくとも一方の建具が木製又はプラ　スチック製であるもの                                  
２　ガラス単板入り建具の二重構造で、枠が金属製熱遮断構造であるもの  
３　ガラス単板入り建具と複層ガラス（空気層６ミリメートル以上のものに限　る。）入り建具との二重構造であるもの                          
４　二重構造のガラス入り建具で、ガラス中央部の熱貫流率が2.30以下であるもの                                                  
	

	
	
	窓、引
戸又は
框ドア
	次の１から４までのいずれかに該当するもの                        
１　複層ガラス（空気層６ミリメートル以上のものに限る。）入りの建具で、　木製又はプラスチック製であるもの                      
２　ガラス単板２枚使用（中間空気層12ミリメートル以上のものに限る。）、　複層ガラス（空気層12ミリメートル以上のものに限る。）又は低放射複層ガラス（空気層６ミリメートル以上のものに限る。）入り建具であって、金属製熱遮断構造又は木若しくはプラスチックと金属との複合材料製であるもの
３　木製又はプラスチック製のガラス入り建具で、ガラス中央部の熱貫流率が　3.36以下であるもの                                            
４　金属製熱遮断構造又は木若しくはプラスチックと金属との複合材料製のガラス入り建具で、ガラス中央部の熱貫流率が3.01以下であるもの 
	

	
	
	ドア又は引き戸
	次の１又は２のいずれかに該当するもの                            
１　木製建具で扉が断熱積層構造であるもの。ただし、ガラス部分を有するも　のにあっては、ガラス部分がガラス単板２枚使用（中間空気層12ミリメート　ル以上のものに限る。）、複層ガラス（空気層12ミリメートル以上のものに　限る。）若しくは低放射複層ガラス（空気層が６ミリメートル以上のものに　限る。）であるもの又はガラス中央部の熱貫流率が3.01以下であるもの    ２　金属製熱遮断構造又は木若しくはプラスチックと金属との複合材料製の枠　及び断熱フラッシュ構造扉で構成されるもの。ただし、ガラス部分を有する　ものにあっては、ガラス部分がガラス単板２枚使用（中間空気層12ミリメー　トル以上のものに限る。）、複層ガラス（空気層12ミリメートル以上のもの　に限る。）若しくは低放射複層ガラス（空気層が６ミリメートル以上のもの　に限る。）であるもの又はガラス中央部の熱貫流率が3.01以下であるもの
	

	
	
	玄関戸
	玄関戸にあっては、上記「窓又は引戸」、「窓、引戸又は框ドア」又は「ドア」に掲げるものの他、風除室を設けたもの                  
	

	
	Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ及びⅥ
	窓又は
引戸
	ガラス単板入り建具の二重構造であるもの                          
                                                                
	

	
	
	窓、引
戸又は
框ドア

	次の１から３までのいずれかに該当するもの                        
１　ガラス単板２枚使用（中間空気層12ミリメートル以上のものに限る。）入　り建具であるもの                                      
２　複層ガラス（空気層６ミリメートル以上のものに限る。）入り建具である　もの                                                  
３　ガラス入り建具で、ガラス中央部の熱貫流率が4.00以下であるもの      
	

	
	
	ドア

	次の１から３までのいずれかに該当するもの                        
１　扉がフラッシュ構造（金属製表裏面材の中間の密閉空気層を紙製若しくは　水酸化アルミニウム製の仕切り材で細分化した構造又は当該密閉空気層に断　熱材を充填した構造をいう。）であるもの。ただし、ガラス部分を有するも　のにあっては、ガラス部分がガラス単板２枚使用（中間空気層12ミリメート　ル以上のものに限る。）若しくは複層ガラス（空気層６ミリメートル以上の　ものに限る。）であるもの又はガラス中央部の熱貫流率が4.00以下であるも の                                                              
２　扉が木製であるもの。ただし、ガラス部分を有するものにあっては、ガラス部分がガラス単板２枚使用（中間空気層12ミリメートル以上のものに限る。）若しくは複層ガラス（空気層６ミリメートル以上のものに限る。）であるもの又はガラス中央部の熱貫流率が4.00以下であるもの
３　扉が金属製熱遮断構造パネルであるもの。ただし、ガラス部分を有するものにあっては、ガラス部分がガラス単板２枚使用（中間空気層12ミリメートル以上のものに限る。）若しくは複層ガラス（空気層６ミリメートル以上のものに限る。）であるもの又はガラス中央部の熱貫流率が4.00以下であるもの                              
	

	
	
	玄関戸
	玄関戸にあっては、上記「窓又は引戸」、「窓、引戸又は框ドア」又は「ドア」に掲げるものの他、風除室を設けたもの
	

	
	１  ガラス中央部の熱貫流率は、日本工業規格Ｒ3107-1998（板ガラス類の熱抵抗及び建築におけ　る熱貫流率の算定方法）又は日本工業規格Ａ1420-1999（住宅用断熱材及び構成材の断熱性能試　験方法）に定める測定方法によるものとする。                     
２　「低放射複層ガラス」とは、低放射ガラスを使用した複層ガラスをいい、日本工業規格Ｒ310　6-1998（板ガラス類の透過率・反射率・放射率・日射熱取得率の試験方法）に定める垂直放射　率が0.20以下のガラスを１枚以上使用したもの又は垂直放射率が0.35以下のガラスを２枚以上使用したものをいう。
３  「断熱積層構造」とは、木製表裏面材の中間に断熱材を密実に充填した構造をいう。
４  「金属製熱遮断構造」とは、金属製の建具で、その枠又は框等の中間部をポリ塩化ビニル材等の断熱性を有する材料で接続した構造をいう。以下同じ。                 
５  「断熱フラッシュ構造扉」とは、金属製表裏面材の中間に断熱材を密実に充填し、辺縁部を熱遮断構造とした扉をいう。                                             
	

	
	
	

	４　次のいずれかに該当する場合は、屋根の断熱材の熱抵抗の値を上表に掲げる屋根の基準値に0.5 を　乗じた値以上とすることができる（２若しくは３を適用する住宅又は鉄筋コンクリート造等の住宅を　除く。）。
　(1) 壁の断熱材の熱抵抗の値を、上表に掲げる屋根の基準値と当該屋根の断熱材の熱抵抗の値との差　　に0.3 以上の値を乗じた値に、上表に掲げる壁の基準値を加えた値とする場合
　(2) 開口部の熱貫流率が、Ⅰ地域にあっては2.91以下、Ⅱ地域にあっては4.07以下、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ及び　　Ⅵ地域にあっては4.65以下とする場合
　(3) 開口部の建具を３の(2) の表に掲げる基準に適合するものとする場合
５　特別の事由により、一つの部位でこの表の断熱材の熱抵抗値を減ずる場合にあっては、他のすべて　の部位で断熱材の熱抵抗値に当該減じた数値の熱抵抗を附加するものとする。
６　湿式真壁については、湿式真壁の部位の断熱材の施工を省略することができる。


　(3) グラスウール、ロックウール、セルローズファイバー等の繊維系断熱材、プラスチック系断熱材（日本工業規格Ａ9511-2003（発泡プラスチック保温材）又は日本工業規格Ａ9526-1999（吹付け硬質ウレタンフォーム断熱材）に適合するもの及びこれらと同等以上の透湿抵抗を有するものを除く。）その他これらに類する透湿抵抗の小さい断熱材（以下「繊維系断熱材等」という。）を使用する場合にあっては、防湿層（断熱層（断熱材で構成される層をいう。）。以下同じ）。以下同じ）の室内側に設けられ、防湿性が高い材料で構成される層であって、断熱層への漏気や水蒸気の侵入を防止するものをいう。）を設けること。なお、次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。
ア　Ⅵ地域の場合。
イ　コンクリート躯体又は土塗り壁の外側に断熱層がある場合。
ウ　床断熱において、断熱材下側が床下に露出する場合又は湿気の排出を妨げない構成となっている場合。
 ３　１及び２の地域の区分は、次の表のとおりとする。
	地域の区分
	都　道　府　県　名
	

	    　 Ⅰ
	北海道
	

	　     Ⅱ
	青森県　岩手県　秋田県
	

	　　   Ⅲ　
	宮城県　山形県　福島県　栃木県　新潟県　長野県
	

	　　   Ⅳ
	茨城県　群馬県　埼玉県　千葉県　東京都　神奈川県　富山県　石川県　福井県　
山梨県　岐阜県　静岡県　愛知県　三重県　滋賀県　京都府　大阪府　兵庫県　奈良県
和歌山県　鳥取県　島根県　岡山県　広島県　山口県　徳島県　香川県　愛媛県　
高知県　福岡県　佐賀県　長崎県　熊本県　大分県
	

	　　   Ⅴ
	宮崎県　鹿児島県
	

	　　   Ⅵ
	沖縄県
	

	１　次の町村にあっては、上の区分にかかわらず、Ⅰ地域に区分されるものとする。
青 森 県　　十和田市(旧十和田湖町に限る。)、七戸町(旧七戸町に限る。)、田子町
岩 手 県　　久慈市(旧山形村に限る。)、八幡平市、葛巻町、岩手町、西和賀町
２  次の市町村にあっては、上の区分にかかわらず、Ⅱ地域に区分されるものとする。
北 海 道　　函館市(旧函館市に限る。)、松前町、福島町、知内町、木古内町、八雲町(旧熊石町に限る。)、江差町、上ノ国町、厚沢部町、乙部町、せたな町(旧瀬棚町を除く。)、島牧村、寿都町
宮 城 県　　栗原市(旧栗駒町、旧一迫町、旧鶯沢町、旧花山村に限る。)
山 形 県　  米沢市、鶴岡市(旧朝日村に限る。)、新庄市、寒河江市、長井市、尾花沢市、南陽市、河北町、西川町、朝日町、大江町、大石田町、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村、高畠町、川西町、小国町、白鷹町、飯豊町
福 島 県　　会津若松市(旧河東町に限る。)、白河市(旧大信村に限る。)、須賀川市(旧長沼町に限る。)、喜多方市(旧塩川町を除く。)、田村市(旧都路村を除く。)、大玉村、天栄村、下郷町、檜枝岐村、只見町、南会津町、北塩原村、西会津町、磐梯町、猪苗代町、三島町、金山町、昭和村、矢吹町、平田村、小野町、川内村、飯舘村
栃 木 県　　日光市(旧今市市を除く。)、那須塩原市(旧塩原町に限る。)
群 馬 県　　沼田市(旧沼田市を除く。)、長野原町、嬬恋村、草津町、六合村、片品村、川場村、みなかみ町(旧水上町に限る。)
新 潟 県　　十日町市（旧中里村に限る。)、魚沼市(旧入広瀬村に限る。)、津南町
山 梨 県　　富士吉田市、北杜市(旧小淵沢町に限る。)、西桂町、忍野村、山中湖村、富士河口湖町(旧河口湖町に限る。)
長 野 県　　長野市(旧長野市、旧大岡村を除く。)、松本市(旧松本市、旧四賀村を除く。)、上田市(旧真田町、旧武石村に限る。)、須坂市、小諸市、伊那市(旧長谷村を除く。)、駒ヶ根市、中野市(旧中野市に限る。)、大町市、飯山市、茅野市、塩尻市、佐久市、千曲市(旧更埴市に限る。)、東御市、小海町、川上村、南牧村、南相木村、北相木村、佐久穂町、軽井沢町、御代田町、立科町、長和町、富士見町、原村、辰野町、箕輪町、南箕輪村、宮田村、阿智村(旧浪合村に限る。)、平谷村、下條村、上松町、木祖村、木曽町、波田町、山形村、朝日村、池田町、松川村、白馬村、小谷村、小布施町、高山村、山ノ内町、木島平村、野沢温泉村、信濃町、飯綱町

岐 阜 県　　高山市、飛騨市(旧古川町、旧河合村に限る。)、白川村


	

	３  次の市町村にあっては、上の区分にかかわらず、Ⅲ地域に区分されるものとする。
青 森 県　　青森市(旧青森市に限る。)、深浦町
岩 手 県　　宮古市(旧新里村を除く。)、大船渡市、一関市(旧一関市、旧花泉町、旧大東町に限る。）、陸前高田市、釜石市、平泉町
秋 田 県　　秋田市(旧河辺町を除く。)、能代市(旧能代市に限る。)、男鹿市、由利本荘市(旧東由利町を除く。)、潟上市、にかほ市、三種町(旧琴丘町を除く。)、八峰町、大潟村
茨 城 県　　土浦市(旧新治村に限る。)、石岡市、常陸大宮市(旧美和村に限る。)、笠間市(旧岩間町に限る。)、筑西市(旧関城町を除く。)、かすみがうら市(旧千代田町に限る。)、桜川市、小美玉市(旧玉里村を除く。)、大子町
群 馬 県　　高崎市(旧倉渕村に限る。)、桐生市(旧黒保根村に限る。)、沼田市(旧沼田市に限る。)、渋川市(旧赤城村、旧小野上村に限る。)、安中市(旧松井田町に限る。)、みどり市(旧東村(勢多郡)に限る。)、上野村、神流町、下仁田町、南牧村、中之条町、高山村、東吾妻町、昭和村、みなかみ町(旧水上町を除く。)
埼 玉 県　　秩父市(旧大滝村に限る。)、小鹿野町(旧両神村に限る。)
東 京 都　　奥多摩町
富 山 県　　富山市(旧大沢野町、旧大山町、旧細入村に限る。)、黒部市(旧宇奈月町に限る。)、南砺市(旧平村、旧上平村、旧利賀村に限る。)、上市町、立山町
石 川 県　　白山市(旧吉野谷村、旧尾口村、旧白峰村に限る。)
福 井 県　　大野市(旧和泉村に限る。)
山 梨 県　　甲府市(旧上九一色村に限る。)、都留市、山梨市(旧三富村に限る。)、北杜市(旧明野村、旧小淵沢町を除く。)、芦川村、鳴沢村、富士河口湖町(旧河口湖町を除く。)、小菅村、丹波山村
岐 阜 県　　中津川市(旧中津川市、旧長野県木曽郡山口村を除く。)、恵那市(旧串原村、旧上矢作町に限る。)、飛騨市(旧宮川村、旧神岡町に限る。)、郡上市(旧美並村を除く。)、下呂市(旧金山町を除く。)、東白川村
愛 知 県　　豊田市(旧稲武町に限る。)
兵 庫 県　  養父市(旧関宮町に限る。)、香美町(旧香住町を除く。)
奈 良 県　　奈良市(旧都祁村に限る。)、五條市(旧大塔村に限る。)、生駒市、宇陀市(旧室生村に限る。)、平群町、野迫川村
和歌山県　　かつらぎ町(旧花園村に限る。)、高野町
鳥 取 県　　倉吉市(旧関金町に限る。)、若桜町、日南町、日野町、江府町
島 根 県　　奥出雲町、飯南町、美郷町(旧大和村に限る。)、邑南町(旧石見町を除く。)
岡 山 県　　津山市(旧阿波村に限る。)、高梁市(旧備中町に限る。)、新見市、真庭市(旧落合町、旧久世町を除く。)、新庄村、鏡野町(旧鏡野町を除く。)
広 島 県　　府中市(旧上下町に限る。)、三次市(旧三次市、旧三和町を除く。)、庄原市、廿日市市(旧佐伯町、旧吉和村に限る。)、安芸高田市(旧八千代町、旧美土理町、旧高宮町に限る。)、安芸太田町(旧加計町を除く。)、北広島町(旧豊平町を除く。)、世羅町(旧世羅西町を除く。)、神石高原町
徳 島 県　　三好市(旧東祖谷山村に限る。)
高 知 県　　いの町(旧本川村に限る。)
４  次の市町村にあっては、上の区分にかかわらず、Ⅳ地域に区分されるものとする。
福 島 県　　いわき市、広野町、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町
栃 木 県　　宇都宮市、足利市、栃木市、佐野市、鹿沼市、小山市、真岡市、さくら市(旧氏家町に限る。)、那須烏山市、下野市、上三川町、上河内町、河内町、西方町、二宮町、益子町、茂木町、市貝町、芳賀町、壬生町、野木町、大平町、藤岡町、岩舟町、都賀町、高根沢町
新 潟 県　　新潟市、長岡市(旧中之島町、旧三島町、旧与板町、旧和島村、旧寺泊町に限る。)、三条市(旧下田村を除く。)、柏崎市(旧高柳町を除く。)、新発田市、見附市、村上市、燕市、糸魚川市、上越市(旧上越市、旧柿崎町、旧大潟町、旧頸城村、旧吉川町、旧三和村、旧名立町に限る。)、阿賀野市(旧京ヶ瀬村、旧笹神村に限る。)、佐渡市、胎内市、聖籠町、弥彦村、出雲崎町、刈羽村、荒川町、神林村、山北町、粟島浦村
長 野 県　　清内路村、大鹿村
宮 崎 県　　都城市(旧山之口町、旧高城町を除く。)、延岡市(旧北方町に限る。)、小林市、えびの市、高原町、西米良村、諸塚村、椎葉村、美郷町、高千穂町、日之影町、五ヶ瀬町
鹿児島県　　大口市、曽於市、霧島市(旧横川町、旧牧園町、旧霧島町に限る。)、さつま町、菱刈町、湧水町
５  次の市町村にあっては、上の区分にかかわらず、Ⅴ地域に区分されるものとする。
茨 城 県　　神栖市(旧波崎町に限る。)
千 葉 県　　銚子市
東 京 都　　大島町、利島村、新島村、神津島村、三宅村、御蔵島村、八丈町、青ヶ島村、小笠原村
静 岡 県　　熱海市、下田市、御前崎市、河津町、南伊豆町、松崎町、西伊豆町(旧西伊豆町に限る。)
三 重 県　　尾鷲市、熊野市(旧熊野市に限る。)、御浜町、紀宝町
和歌山県　　御坊市、新宮市(旧新宮市に限る。)、広川町、美浜町、日高町、由良町、白浜町、すさみ町、串本町、那智勝浦町、太地町、古座川町
山 口 県　　下関市(旧下関市に限る。)
徳 島 県　　牟岐町、美波町、海陽町
愛 媛 県　　宇和島市(旧津島町に限る。)、伊方町(旧伊方町を除く。)、愛南町
高 知 県　　高知市(旧高知市に限る。)、室戸市、安芸市、南国市、土佐市、須崎市、宿毛市、土佐清水市、香南市、東洋町、奈半利町、田野町、安田町、北川村、馬路村、芸西村、春野町、いの町(旧伊野町に限る。)、大月町、三原村、黒潮町(旧大方町に限る。)
福 岡 県　　福岡市：博多区、中央区、南区、城南区
長 崎 県　　長崎市、佐世保市、島原市(旧島原市に限る。)、平戸市、五島市、西海市、南島原市(旧加津佐町を除く。)、長与町、時津町、小値賀町、江迎町、鹿町町、佐々町、新上五島町
熊 本 県　　八代市(旧八代市、旧千丁町、旧鏡町に限る。)、水俣市、上天草市(旧松島町を除く。)、宇城市(旧三角町に限る。)、天草市(旧有明町、旧五和町を除く。)、芦北町、津奈木町
大 分 県　　佐伯市(旧佐伯市、旧鶴見町、旧米水津村、旧蒲江町に限る。)
	

	備考　１　この表に掲げる区域は平成18年4月1日における行政区画によって表示されたものとする。。
　　　２　括弧内に記載する区域は平成13年8月1日における旧行政区画によって表示されたものとする。
	


別紙２
断熱構造の基準（熱損失係数等による基準）
１　住宅（重ね建ての住宅、連続建ての住宅及び共同住宅にあっては、住戸。以下同じ。）の熱損失係数（内外の温度差が１度である場合において、１平方メートル当たり流出する熱量をワットで表した数値をいう。以下同じ。）は、住宅の種類及び地域の区分（別紙１の３に定める地域の区分をいう。以下同じ。）に応じ、次の表に掲げる数値以下とすること。ただし、住宅の年間暖冷房負荷（１年間における暖房負荷及び冷房負荷の合計をメガジュールで表した数値を、住宅の床面積の合計を平方メートルで表した数値で除して得た数値をいう。以下同じ。）を、住
	
	  住宅の種類  
	地　域　の　区　分

	
	
	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅲ
	Ⅳ
	Ⅴ
	Ⅵ

	熱損失係数
	１戸建ての住宅
	2.8
	4.0
	4.7
	5.2
	8.3
	8.3

	
	上記以外の住宅
	2.8
	4.0
	4.4
	4.9
	7.1
	7.1

	年間暖冷房負荷
	１戸建ての住宅
	840
	1,030
	1,030
	1,030
	1,100
	1,100

	
	上記以外の住宅
	840
	980
	980
	980
	980
	980


宅の種類及び地域の区分に応じ、次の表に掲げる数値以下とする場合にあっては、この限りでない。
２　１に規定する熱損失係数及び年間暖冷房負荷の算出方法は、次の(1) から(3) までに定めるところによる。
　(1) 熱損失係数の算出方法
　　ア　１に規定する熱損失係数は、次の式により算出する。  
　　　Ｑ＝（ΣＡｉ Ｋｉ Ｈｉ ＋Σ（ＬＦｉＫＬｉＨｉ ＋ＡＦｉＫＦｉ）＋ 0.35ｎＢ）／Ｓ 　  
        　この式において、Ｑ、Ａｉ 、Ｋｉ 、Ｈｉ 、ＬＦｉ、ＫＬｉ、ＡＦｉ、ＫＦｉ、ｎ、Ｂ及びＳは、それぞれ次の数値を表すものとする。 
Ｑ  　熱損失係数（単位　１平方メートル１度につきワット）    
Ａｉ 　外気又は外気に通じる床裏、小屋裏若しくは天井裏（以下「外気等」という。）に接する第ｉ部位（地盤面をコンクリートその他これに類する材料で覆った床又は床裏が外気に通じない床（以下において「土間床等」という。）を除く。）の面積（単位  平方メートル） 
Ｋｉ 　第ｉ部位の熱貫流率（内外の温度差が１度である場合において１平方メートル当たり貫流する熱量をワットで表した数値であって、当該部位を熱の貫流する方向に構成している材料の種類及び厚さ、熱橋（構造部材、下地材、窓枠下材その他断熱構造を貫通する部分であって、断熱性能が周囲の部分より劣るものをいう。以下同じ。）により貫流する熱量等を勘案して算出するものとする。ただし、熱橋により貫流する熱量は断熱補強（熱橋に断熱材を補うことにより断熱性能を強化            することをいう。）の方法に応じて適切に算出するものとする。） 
Ｈｉ 　第ｉ部位又は第ｉ土間床等の外周の接する外気等の区分に応じて次の表に掲げる係数 
	外  気
	外気に通じる小屋裏又は天井裏
	外気に通じる床裏

	1.0
	1.0
	0.7


ＬＦｉ  第ｉ土間床等の外周の長さ（単位  メートル） 
ＫＬｉ　第ｉ土間床等の外周の熱貫流率（内外の温度差が１度である場合において１メートル当たり貫流する熱量をワットで表した数値であって、当該土間床等を熱の貫流する方向に構成している材料の種類及び厚さ等を勘案して算出するものとする。） 
ＡＦｉ  第ｉ土間床等の中央部（外周より１メートル以内の部分を除いた部分をいう。以下同じ。）の面積（単位  平方メ ートル） 
ＫＦｉ　第ｉ土間床等の中央部の熱貫流率（内外の温度差が１度である場合において１平方メートル当たり貫流する熱量をワットで表した数値であって、当該土間床等を熱の貫流する方向に構成している材料の種類及び厚さ等を勘案して算出するものとする。） 
ｎ　　換気回数（ 0.5以上であって次の式により算出される相当隙間面積を勘案した適切な数値とする。ただし、熱回収装置の使用により暖房エネルギー消費量の削減が明らかに可能な場合にあっては、熱回収装置の使用に伴う空気搬送動力の増分を勘案した上で、適切に低減させることができるものとする。）（単位　１時間当たり回） 
　  　    　Ｃ＝ 0.7Ｖ／Ｓ 
　　　　　　　　この式において、Ｃ、Ｖ及びＳは、それぞれ次の数値を表すものとする。 
Ｃ　相当隙間面積（単位　１平方メートルにつき平方センチメートル） 
Ｖ　住宅の内外の圧力差が 9.8パスカル（１mmAq）の時の隙間（換気口、換気ダクトその他室内外を直接連絡し、壁体内部への室内空気の侵入の原因とならない通気経路を除く。）を通過する風量（単位　１時間につき立方メートル）  
Ｓ　　床面積の合計（単位　平方メートル） 
Ｂ    住宅の気積（単位  立方メートル） 
Ｓ    住宅の床面積の合計（単位　平方メートル） 
　　イ　小規模な住宅（共同住宅以外の住宅にあっては床面積 100平方メートル以下、共同住宅にあっては床面積60平方メートル以下のものをいう。以下同じ。）については、１の表の熱損失係数の欄に掲げる数値を、次の式により算出される数値とすることができる。
　　　Ｑｓｓ＝(１＋ 0.005（Ａｓ－Ｓ））Ｑｓ
       　 この式において、Ｑｓｓ、Ａｓ 、Ｓ及びＱｓ は、それぞれ次の数値を表すものとする。
     　 Ｑｓｓ  小規模な住宅について適用される熱損失係数（単位　１平方メートル１度につきワット）
 　　　 Ａｓ 　基準床面積（共同住宅以外の住宅にあっては 100、共同住宅にあっては60）（単位　平方メートル）
        Ｓ　　住宅の床面積の合計（単位　平方メートル） 
        Ｑｓ   １の表の熱損失係数の欄に掲げる数値（単位　１平方メートル１度につきワット）　
　(2) 年間暖冷房負荷の算出方法 
    ア  １に規定する年間暖冷房負荷は、次の(ｱ) から(ｵ) までに掲げる条件に従って求めた１年間における暖房負荷及び冷房負荷の合計（単位　メガジュール）を、住宅の床面積の合計（単位　平方メートル）で除して算出する。 
(ｱ) 暖房及び冷房は、断熱、日射遮蔽、結露防止及び気密のための措置を講じた構造とする部分に囲まれたすべての空間において行うものとすること。
(ｲ) 暖房は、暖房期間（１年間のうちで日平均外気温が15度以下となるすべての期間をいう。以下同じ。）において、室温18度以上に設定して行うものとすること。 
(ｳ) 冷房は、冷房期間（１年間のうちで暖房期間以外の期間をいう。）において、室温27度以下、相対湿度60パーセント以下に設定して行うものとすること。
(ｴ) 外気温（日平均外気温を含む。）については、５年間以上の気象データの平均を使用すること。
(ｵ)暖房負荷の計算においては次のａに掲げる熱を、冷房負荷の計算においては次のａ及びｂに掲げる熱を、それぞれ勘案すること。
        ａ　顕熱 
          (a) 室温と外気温又は地温との温度差によって外壁、窓等を貫流する熱
          (b) 換気又は漏気によって輸送される熱
          (c) 日射の吸収又は夜間放射によって発生する熱 
          (d) 家電製品、人体その他室内に存する物体から発生する熱（全床から一様に常時一定量発熱するものとして計算する場合には、１時間１平方メートルにつき16.7キロジュールとすることができる。） 
          (e) 床、壁その他熱容量の大きな部位に蓄えられる熱
        ｂ　潜熱 
          (a) 換気又は漏気によって輸送される水蒸気が保有する熱 
          (b) 厨房器具、人体その他室内に存する物体から発生する水蒸気が保有する熱（全床から一様に常時一定量発熱するものとして計算する場合には、１時間１平方メートルにつき 4.2キロジュールとすることができる。） 
    イ  暖房度日（日平均外気温が18度を下回る日について、室温18度と当該日平均外気温との差を、暖房期間にわたって合計した値をいう。）が4500度・日を超える地域（次の表に掲げる地域をいう。）においては、１の表の年間暖冷房負荷の欄に掲げる数値を、次の式により算出される数値とすることができる。 
　　　ＬＳ  ＝0.19×Ｄ－15 
       　 この式において、ＬＳ  及びＤは、それぞれ次の数値を表すものとする。 
     　 ＬＳ  　年間暖冷房負荷（単位　１年間１平方メートルにつきメガジュール） 
        Ｄ　　暖房度日（単位　度・日）                                                                
	市　町　村　名

	北海道　旭川市、釧路市、帯広市、北見市、夕張市、網走市、稚内市、紋別市、士別市、名寄市、
　　　　根室市、深川市、富良野市、ニセコ町、真狩村、留寿都村、喜茂別町、京極町、倶知安町、
　　　　沼田町、幌加内町、鷹栖町、東神楽町、当麻町、比布町、愛別町、上川町、東川町、美瑛町、
        上富良野町、中富良野町、南富良野町、占冠町、和寒町、剣淵町、朝日町、風連町、下川町、
        美深町、音威子府村、中川町、小平町、苫前町、羽幌町、遠別町、天塩町、幌延町、猿払村、
        浜頓別町、中頓別町、枝幸町、歌登町、豊富町、東藻琴村、女満別町、美幌町、津別町、
        斜里町、清里町、小清水町、端野町、訓子府町、置戸町、留辺蘂町、佐呂間町、常呂町、
        生田原町、遠軽町、丸瀬布町、白滝村、上湧別町、湧別町、滝上町、興部町、西興部村、
        雄武町、大滝村、穂別町、日高町、平取町、静内町、音更町、士幌町、上士幌町、鹿追町、
        新得町、芽室町、中札内村、更別村、忠類村、大樹町、広尾町、幕別町、池田町、豊頃町、
        本別町、足寄町、陸別町、浦幌町、釧路町、厚岸町、浜中町、標茶町、弟子屈町、阿寒町、
        鶴居村、白糠町、音別町、別海町、中標津町、標津町、羅臼町

	備考　この表における市（特別区を含む。）及び町村の区域は、平成16年８月１日における区域とす
　　る。


　(3) 熱損失係数及び年間暖冷房負荷の算出する場合の特定条件                                            
      １に規定する熱損失係数又は年間暖冷房負荷を算出する場合には、ア及びイに掲げる住宅の種類に応じ、住宅の規模、構造その他の条件の一部又は全部を、それぞれア及びイに掲げる条件に代えることができる。   
    ア　１戸建ての住宅                                                                                 
      (ｱ) 床面積の合計が 150平方メートル以下である。                                                   
      (ｲ) 開口部の面積の合計の床面積の合計に対する割合が28パーセント以上（地域の区分がⅠ又はⅡ地域である地域にあっては、23パーセント以上）である。   
      (ｳ) 地上階数が２であり、かつ、２階の床面積の合計の床面積の合計に対する割合が45パーセント以下である。
      (ｴ) １階の形状が長方形であり、かつ、短辺の長さの長辺の長さに対する割合が75パーセント以下である。 
    イ　１戸建ての住宅以外の住宅               
      (ｱ) 対象住戸の床面積の合計が 70平方メートル以下である。  
      (ｲ) 対象住戸の開口部の面積の合計の当該住戸の床面積の合計に対する割合が20パーセント以上である。   
      (ｳ) 対象住戸の階数が１である。  
      (ｴ) 対象住戸の形状が長方形であり、かつ、短辺の長さの長辺の長さに対する割合が54パーセント以下である。
３　グラスウール、ロックウール、セルローズファイバー等の繊維系断熱材、プラスチック系断熱材（日本工業規格Ａ9511-2003（発泡プラスチック保温材）又は日本工業規格Ａ9526-1999（吹付け硬質ウレタンフォーム断熱材）に適合するもの及びこれらと同等以上の透湿抵抗を有するものを除く。）その他これらに類する透湿抵抗の小さい断熱材（以下「繊維系断熱材等」という。）を使用する場合にあっては、防湿層（断熱層（断熱材で構成される層をいう。）の室内側に設けられ、防湿性が高い材料で構成される層であって、断熱層への漏気や水蒸気の侵入を防止するものをいう。）を設けること。なお、次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。
　ア　Ⅵ地域の場合。
　イ　コンクリート躯体又は土塗り壁の外側に断熱層がある場合。
　ウ　床断熱において、断熱材下側が床下に露出する又は湿気の排出を妨げない構成となっている場合。
別紙3
バリアフリー構造の基準
　次の１及び２に適合すること。
１　専用部分
(1) 部屋の配置
日常生活空間（高齢者等の利用を想定する一の主たる玄関、便所、浴室、脱衣室、洗面所、寝室（以下「特定寝室」という。）、食事室及び特定寝室の存する階（接地階（地上階のうち最も低い位置に存する階をいう。）を除く。）にあるバルコニー、特定寝室の存する階にあるすべての居室並びにこれらを結ぶ一の主たる経路をいう。以下同じ。）のうち、便所が特定寝室の存する階にあること。
(2) 段差
日常生活空間内の床が、段差のない構造（５ミリメートル以下の段差が生じるものを含む。以下同じ。）であること。ただし、次に掲げるものにあっては、この限りでない。
ア  玄関の出入口の段差
イ  玄関の上がりかまちの段差
ウ  勝手口その他屋外に面する開口（玄関を除く。）の出入口及び上がりかまちの段差
エ  バルコニーの出入口の段差
オ  浴室の出入口の段差
カ  室内又は室の部分の床とその他の部分の床の90ミリメートル以上の段差
キ  最下階以外の階における便所及び脱衣室の段差
(3) 階段
次に掲げる基準に適合していること。ただし、ホームエレベーターが設けられている場合にあっては、この限りでない。
ア  勾配が22/21 以下であり、けあげの寸法の２倍と踏面の寸法の和が550ミリメートル 以上650ミリメートル 以下であり、かつ、踏面の寸法が195ミリメートル 以上であること。
イ  蹴込みが30ミリメートル以下であること。
ウ  アに掲げる各部の寸法は、回り階段の部分においては、踏面の狭い方の端から300ミリメートル の位置における寸法とすること。ただし、次のいずれかに該当する部分にあっては、アの規定のうち各部の寸法に関するものは適用しないものとする。
(ｱ) 90 度屈曲部分が下階の床から上３段以内で構成され、かつ、その踏面の狭い方の形状がすべて30 度以上となる回り階段の部分
(ｲ) 90 度屈曲部分が踊場から上３段以内で構成され、かつ、その踏面の狭い方の形状がすべて30 度以上となる回り階段の部分
(ｳ) 180 度屈曲部分が４段で構成され、かつ、その踏面の狭い方の形状が下から60 度、30 度、30 度及び60 度の順となる回り階段の部分
(4) 手すり
手すりが、次の表の(い)項に掲げる空間ごとに、(ろ)項に掲げる基準に適合していること。ただし、便所及び浴室にあっては、日常生活空間内に存するものに限る。
	（い）
	（ろ）

	空間
	手すりの設置の基準

	階段
	少なくとも片側（勾配が45 度を超える場合にあっては両側）に設けられていること。ただし、ホームエレベーターが設けられている場合にあっては、この限りでない。

	便所
	立ち座りのためのものが設けられていること。

	浴室
	浴槽出入りのためのもの又は浴室内での姿勢保持のためのものが設けられていること。


２　共用部分
(1) 共用廊下
住宅から、建物出入口、共用施設、他住宅等その他の日常的に利用する空間に至る少なくとも一の経路上に存する共用廊下が、次のア又はイのいずれかに掲げる基準に適合していること。
ア  次に掲げる基準に適合していること
(ｱ) 共用廊下の床が、段差のない構造であること。
(ｲ) 共用廊下の床に高低差が生じる場合にあっては、次に掲げる基準に適合していること。
ａ  勾配が１/12 以下（高低差が80ミリメートル以下の場合にあっては１/８以下）の傾斜路が設けられているか、又は、当該傾斜路及び段が併設されていること。
ｂ  段が設けられている場合にあっては、当該段が(2) のアからウまでに掲げる基準に適合していること。
イ  手すりが、共用廊下（次の(ｱ)及び(ｲ)に掲げる部分を除く。）の少なくとも片側に設けられていること。
(ｱ) 住宅その他の室の出入口、交差する動線がある部分その他やむを得ず手すりを設けることのできない部分
(ｲ) エントランスホールその他手すりに沿って通行することが動線を著しく延長させる部分
(2) 共用階段
各階を連絡する共用階段のうち少なくとも一つが、次のアからウまで（住宅のある階においてエレベーターを利用できる場合にあっては、ウ）に掲げる基準に適合していること。
ア  踏面が240ミリメートル 以上であり、かつ、けあげの寸法の２倍と踏面の寸法の和が550ミリメートル 以上650ミリメートル 以下であること。
イ  蹴込みが30ミリメートル以下であること。
ウ  次に掲げる基準に適合していること。
(ｱ) 最上段の通路等への食い込み部分及び最下段の通路等への突出部分が設けられていないこと。
(ｲ) 手すりが、少なくとも片側に設けられていること。
Ⅱ－４　断熱材の最低厚さ早見表　


１．鉄筋コンクリート造、鉄骨造及び補強コンクリートブロック造

界床の仕様は(1)又は(2)のいずれかによる。

 (1)  住宅相互間の床及び共用部分の床で住戸との間の床の構造は、次のいずれかによる。

　　イ．鉄筋コンクリート造の均一単板スラブとし、厚さ150mm以上とする。

　　ロ．鉄筋コンクリート造のボイドスラブとし、等価厚さ210mm以上とする。

　　ハ．JIS A 1418－2（建築物の床衝撃音遮断性能の測定法－第２部：標準重量衝撃源による方法）に規定する衝撃力特性(1)の標準重量衝撃源又はこれと同等の衝撃源によって発生した床衝撃音の受音室における音圧レベルが、次に掲げる条件下において、おおむね63Hz帯域で88dB以下、125Hz帯域で78dB以下、250Hz帯域で71dB以下、500Hz帯域で65dB以下の水準となる床とする。

　　　　　①45Hz以上710dB以下の周波数域内において、床構造は拡散曲げ振動場とする。

　　　　　②45Hz以上710dB以下の周波数域内において、受音室は拡散音場とする。

　　　　　③受音室の等価吸音面積は10㎡とする。

　　ニ．鉄筋コンクリート造の均一単板スラブ及びボイドスラブ以外の床構造で、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）第3条第1の規定に基づく評価方法基準（平成13年国土交通省告示第1347号）8－1の(3)のロの①のd（相当スラブ厚さが11㎝以上）に適合するものとする。

(2)  住宅相互間の床及び共用部分の床で住戸との間の床の構造は、次のいずれかによる。

　　イ．普通コンクリートを使用した合成スラブによる場合は、耐火構造又は準耐火構造の床で、そのデッキ高さを50mm以上、所定厚さを80mm以上とする。

　　ロ．軽量コンクリート（かさ比重0.0018以上）を使用した合成スラブによる場合は、耐火構造又は準耐火構造の床で、そのデッキ高さを50mm以上、所定厚さを70mm以上とする。

　　ハ．ALC床用パネルによる場合は、耐火構造又は準耐火構造の床で、厚さ100mm以上のALC床用パネルの上に、厚さ15mm以上のモルタル塗りとする。

　　ニ．耐火構造又は準耐火構造の床で、重量床衝撃音レベルが遮音等級（JIS A 1419－2（建築物の床衝撃音遮音性能の測定方法－第２部：標準重量衝撃源）に規定する床衝撃音遮断性能に関する等級）Li,Fmax,r－65程度の遮音性能を有する構造とする。

　等価厚さ・・・次の計算式により求めたh1をいう。
　　　h1＝（２m・Σ（ＥiＩi）×10-13）1/4
　　この式において、m、Ｅi、及びＩiは、それぞれ次の数値を表すものとする。
    ｍ　 床構造の面密度（１ｍ２当たりの質量をいう。）（単位 kg／ｍ２）
　　Ｅi　 床構造に使用される各部位（ただし、剛に接合される複数の部位については一つの部位とみなす。）のヤング率（単位 Ｎ／㎡）
　　Ｉi  床構造に使用される各部位の断面の幅１ｍ当たりの断面２次モーメント（単位 ｍ４／ｍ）
２．木造軸組工法

界床の仕様は１～３のいずれかによる。

１　（住宅性能表示基準上の相当スラブ厚さ11㎝に相当する仕様）

住宅相互間の床及び共用部分の床で住戸との間の床の構造は次による。

（１）界床の床根太と床下張材の構成は次による。

　　イ．床根太間隔は300mm内外とする。

　　ロ．床下張材は厚さ15mm以上の構造用合板若しくは構造用パネル、又は厚さ15mm以上のパーティクルボードを２枚以上としたものとする。

　　ハ．床ばりの上端と根太の上端の高さを同一に納めた場合は、厚さ50mm以上のロックウール（かさ比重0.04以上）を敷き込む。

（２）界床の床下張材の上面（床部）の構造は、次のいずれかによる。

　　イ．モルタル又は普通コンクリートを厚さ35mm以上となるように流し込む。

　　ロ．厚さ70mm以上のALCパネルを敷き込む。

　　ハ．厚さの合計が65mm以上となるように、30mm以上のせっこうボードの上に合板を張る。

　　ニ．厚さの合計が60mm以上となるように、30mm以上の強化せっこうボードの上に合板を張る。

　　ホ．厚さの合計が55mm以上となるように、40mm以上の強化せっこうボードの上に合板を張る。

　　ヘ．床ばりの上端と根太の上端の高さを同一に納めた場合は、厚さ12.5mm以上のせっこうボード、厚さ10mm以上のアスファルト系面材その他これに類する制振上有効な面材及び厚さ15mm以上のパーティクルボード２枚以上を、床下張材の直上から順に張る。

（３）界床の上面（床面）の仕上材は、次のいずれかとする。

　　イ．JIS A 5705（ビニール床材）に規定するビニル系床材又はこれと同等のもの

　　ロ．JIS A 5902（畳）に規定する畳又はこれと同等のもの

　　ハ．JIS A 5914（建材畳床）に規定する建材畳床又はこれと同等のもの

　　ニ．JIS L 4404（織じゅうたん）に規定する織じゅうたん又はこれと同等のもの

　　ホ．JIS L 4405（タフテッドカーペット）に規定するタフテッドカーペット又はこれと同等のもの

（４）界床の下面（天井部）の構成は吊天井とし、次による。

　　イ．根太

　　　①断面寸法は45mm×105mmを標準とし、間隔310mm以下に配置する。

　　　②根太と直行する床ばりとの取合い部は、渡りあごかけとし、N75釘２本を斜め打ちとする。

　　ロ．床ばりの断面寸法は、105mm×240mm以上とし、荷重の状態、スパン、はり間隔等を勘案して適切なものとし、間隔910mm以内に配置する。

　　ハ．吊木受けの断面寸法は45mm×105mmを標準とし、床ばり間の中央に取付け、根太から離し、間隔910mm以内に配置する。

　　ニ．吊木は吊木受けに留め付け、天井を支持する。

　　ホ．野縁は30mm×40mm以上の木材とし、吊木に取付ける。

　　ヘ．野縁と野縁間の天井裏には、厚さ50mm以上のロックウール（かさ比重0.04以上）、又は厚さ50mm以上のグラスウール（かさ比重0.024以上）のいずれかをせっこうボードの施工と並行してすき間が生じないように敷き込む。

（５）床の下面（天井部）の下地材料は、次による。

　　イ．界床の床下張材の上面（床部）の構造を２のイ又はヘとした場合は、厚さ12.5mm以上のせっこうボード２枚張り。

　　ロ．界床の床下張材の上面（床部）の構造を２のロ、ハ、ニ又はホとした場合は、厚さ15mm以上の強化せっこうボード２枚張り。

１　住宅性能表示基準上の相当スラブ厚さ11㎝に相当する仕様の参考図



２　（重量衝撃音レベルが遮音等級Li,Fmax,r－65程度に相当する仕様）

住宅相互間の床及び共用部分の床で住戸との間の床の構造は次による。

（１）界床の床根太と床下張材の構成は次による。

　　イ．床根太間隔は300mm内外とする。

　　ロ．床下張材は厚さ15mm以上の構造用合板、パーティクルボード及び構造用パネルとする。

（２）界床の床下張材の上面（床部）の構造は、次のいずれかによる。

　　イ．モルタル、コンクリート（軽量コンクリート及びシリンダーコンクリートを含む。）を厚さ35mm以上となるように流し込む。

　　ロ．せっこう系ＳＬ材を厚さ35mm以上となるように流し込む。

　　ハ．厚さ35mm以上のALCパネルを敷き込む。

　　ニ．厚さ15mm以上のせっこうボードを２枚張りとし、その上に厚さ９mm以上の構造用合板、厚さ12mm以上のパーティクルボード又は厚さ12mm以上の構造用パネルを張ったもの。

（３）界床の上面（床部）の仕上材は次のいずれかを標準とする。
　　イ．厚さ７mm以上のカーペット敷きとする。

　　ロ．クッションフロアシート敷きとする。
　　ハ．畳敷きとする。
　ニ．緩衝材付きの弾性フローリング仕上げとする。

（４）界床の下面（天井部）の構成は吊天井とし、次による。

　　イ．根太

　　　①断面寸法は45mm×105mmを標準とし、間隔300mm内外に配置する。

　　　②根太と直行する床ばりとの取合い部は、渡りあごかけとし、N75釘２本を斜め打ちとする。

　　ロ．床ばりの断面寸法は、105mm×240mmを標準とし、荷重の状態、スパン、はり間隔等を勘案して適切なものとし、間隔910mm以内に配置する。

　　ハ．吊木受けの断面寸法は45mm×105mmを標準とし、床ばり間の中央に取付け、根太から離し、間隔910mm以内に配置する。

　　ニ．吊木は吊木受けに留め付け、天井を支持する。

　　ホ．野縁は30mm×40mm以上の木材とし、吊木に取付ける。

　　ヘ．野縁と野縁間の天井裏には、厚さ50mm以上のロックウール（かさ比重0.04以上）、又は厚さ50mm以上のグラスウール（かさ比重0.024以上）のいずれかをせっこうボードの施工と並行してすき間が生じないように敷き込む。

　（５）界床の下面（天井部）の下地材料は、次のいずれかによる。

　　イ．厚さ12mm以上のせっこうボード２枚張り。
　　ロ．厚さ15mm以上の強化せっこうボード張り。
２　重量衝撃音レベルが遮音等級Li,Fmax,r－65程度に相当する仕様の参考図


３　機構が別に認めた界床（賃貸住宅に限る）の仕様
（JISの重量衝撃音に対して遮音等級L-65程度の性能を有すると確認されているもの）

賃貸住宅の界床は、次による。

（１）床組みの構成は次による。

　　イ．床根太は、断面寸法を105㎜×45㎜とし、間隔303㎜以内とする。

　　ロ．床ばりの断面寸法は、105㎜×240㎜を標準とし、荷重の状態、スパン、はり間隔等を勘案して適切なものとし、間隔910㎜以内に配置する。

　　ハ．床ばりの間に厚さ15㎜以上のパーティクルボードを2枚根太に打ちつけ、根太受で補強する。

　　ニ．パーティクルボードの上に厚さ50㎜以上のロックウール（40kg/ m3）を敷きつめる。

（２）天井の構成は次による。

　　イ．吊木受けの断面寸法は、105㎜×45㎜を標準とし、床ばり間の中央に取付け、根太から離し、間隔910㎜以内に配置する。

　　ロ．天井裏には、野縁間に厚さ50㎜以上のロックウール（40kg/ m3）を敷き込む。

　　ハ．天井下地は、厚さ12㎜以上のせっこうボード2枚張り又は15㎜以上の強化せっこうボード張りとする。

（３）床下地の構成は次による。

　　イ．厚さ15㎜以上のパーティクルボード2枚張りの上に厚さ12㎜以上のプラスターボード張り。

　　ロ．プラスターボードの上にアスファルト制振シート（重量25 kg/ m3）を敷き込む。

　　ハ．床仕上げは、１共同住宅の界床の（３）に準ずるものとする。ただし、仕上げがカーペット、クッションフロアーの場合は制振シートの上に敷くものとする。


３．枠組壁工法

界床の仕様は１又は２のいずれかによる。
１　共同住宅の界床（住宅性能表示基準上の相当スラブ厚さ11㎝に相当する仕様）
　住宅相互間及び住宅と住宅とが共用する廊下、階段等の部分（共用部分）と住宅との間の界床の構造は次によるか又は機構の認めたものによる。

（１）界床の床根太と床下張材の構成は次による。

　　イ．居住室部分の床根太の寸法型式は、210以上の製材とする。

　　ロ．床根太間隔は455mm以下とする。

　　ハ．床下張材は、厚さ15mm以上の構造用合板又は厚さ15mm以上の構造用パネル又は厚さ15mm以上のパーティクルボード（２枚以上）とする。

　　ニ．床下張材は、住・木センター認定の床用現場接着材を用いて床根太に接着する。

（２）界床の床下張材の上面（床部）の構造は、次のいずれかによる。

　　イ．モルタル、普通コンクリートを厚さ35mm以上となるように流し込む。

　　ロ．厚さ70mm以上のALCパネルを敷き込む。

（３）界床の上面（床部）の仕上材は、次のいずれかを標準とする。

　　イ．JIS A 5705（ビニール床材）に規定するビニル系床材又はこれと同等のもの

　　ロ．JIS A 5902（畳）に規定する畳又はこれと同等のもの

　　ハ．JIS A 5914（建材畳床）に規定する建材畳床又はこれと同等のもの

　　ニ．JIS L 4404（織じゅうたん）に規定する織じゅうたん又はこれと同等のもの

　　ホ．JIS L 4405（タフテッドカーペット）に規定するタフテッドカーペット又はこれと同等のもの

（４）界床の下面（天井部）の構成は吊天井とし、次のいずれかによる。

　　イ．吊木受けから野縁を吊る場合

　　　①吊木受けは床下張材から離し、床根太間の中央に張り付ける。

　　　②吊木は30mm×40mm以上の木材とし、１m以内の間隔で吊木受けに取り付ける。

　　　③野縁は30mm×40mm以上の木材とし、455mm以内の間隔で吊木受けに取り付け、床根太下面と野縁上面の間隔は10mm以下とする。

　　　④床根太と床根太間の天井裏には、厚さ50mm以上のロックウール吸音材（かさ比重0.04以上）又は厚さ50mm以上のグラスウール吸音材（かさ比重0.024以上）のうちいずれかをすき間が生じないように敷き込む。

　　ロ．天井根太を用いる場合

　　　①天井根太は床下張材から離し、床根太と天井下地が離れるよう床根太の下面より下げて455mm以内の間隔で取り付ける。

　　　②床根太と床根太間の天井裏には、厚さ50mm以上のロックウール吸音材（かさ比重0.04以上）又は厚さ50mm以上のグラスウール吸音材（かさ比重0.024以上）のうちいずれかをすき間が生じないように敷き込む。

（５）床の下面（天井部）の下地材料は、次による。

　　イ．２のイとした場合は、厚さ12.5mm以上のせっこうボード２枚張り。

　　ロ．２のロとした場合は、厚さ15mm以上の強化せっこうボード２枚張り。

１　住宅性能表示基準上の相当スラブ厚さ11㎝に相当する仕様の参考図
　吊木受けから野縁を吊る場合


天井根太を用いる場合


２　（重量衝撃音レベルが遮音等級Li,Fmax,r－65程度に相当する仕様）

　住宅相互間及び住宅と住宅とが共用する廊下、階段等の部分（共用部分）と住宅との間の界床の下地材料及び構造は次によるか又は機構の認めたものによる。

（１）界床の床根太と床下張材の構成は次による。

　　イ．居住室部分の床根太の寸法型式は、210以上の製材とする。

　　ロ．床根太間隔は455mm以下とする。

　　ハ．床下張材は、厚さ15mm以上の構造用合板又は厚さ15mm以上の構造用パネルとする。

　　ニ．床下張材は、JIS A 5550（床根太用接着剤）に適合するもののうち構造用一類のもの又はこれと同等以上の性能を有するものを用いて床根太に接着する。

（２）界床の床下張材の上面（床部）の構造は、次のいずれかによる。

　　イ．モルタル、コンクリート（軽量コンクリート及びシリンダーコンクリートを含む。）を厚さ35mm以上となるように流し込む。

　　ロ．せっこう系ＳＬ材を厚さ35mm以上となるように流し込む。

　　ロ．厚さ35mm以上のALCパネルを敷き込む。

（３）界床の上面（床部）の仕上材は、次のいずれかを標準とする。

　　イ．厚さ７mm以上のカーペット敷きとする。

　　ロ．クッションフロアシート敷きとする。

　　ハ．畳敷きとする。

　　ニ．緩衝材付きの弾性フローリング仕上げとする。

（４）界床の下面（天井部）は吊天井とし、次のいずれかによる。

　　イ．吊木受けから野縁を吊る場合

　　　①吊木受けは、床根太より小さい寸法型式の木材とし、床下張材から離し、床根太間取付ける。

　　　②吊木は30mm×40mm以上の木材とし、１m以内の間隔で吊木受けに取付ける。

　　　③野縁は30mm×40mm以上の木材とし、455mm以内の間隔で吊木受けに取付ける。この際、床根太に平行する野縁は床根太の直下に設け、床根太下面と野縁上面の間隔は10mm以下とする。

　　　④野縁と野縁間の天井裏には、厚さ50mm以上のロックウール（かさ比重0.04以上）又は厚さ50mm以上のグラスウール（かさ比重0.024以上）をすき間が生じないように敷き込む。

　　ロ．吊天井根太を用いる場合

　　　①吊天井根太は床下張材から離し、かつ床根太と天井下地が離れるよう吊床根太の下面より下げて455mm以内の間隔で取り付ける。

　　　②床根太と床根太間の天井裏には、厚さ50mm以上のロックウール（かさ比重0.04以上）又は、厚さ50mm以上のグラスウール吸音材（かさ比重0.024以上）のうちいずれかをすき間が生じないように敷き込む。

（５）床の下面（天井部）の下地材料は、次のいずれかよる。

　　イ．厚さ12.5mm以上のせっこうボード２枚張り。

　　ロ．厚さ15mm以上の強化せっこうボード張り。

２　重量衝撃音レベルが遮音等級Li,Fmax,r－65程度に相当する仕様の参考図

　吊木受けから野縁を吊る場合



　吊天井根太を用いる場合



【Memo】

住宅金融支援機構賃貸住宅融資
お問合せ・お申込み先
	営業エリア
	機構担当部署
	所在地
	℡

	北海道
	北海道支店

まちづくり推進グループ
	〒060-0003
北海道札幌市中央区北３条西13-3-13
	011-261-8305

	青森県 岩手県 宮城県 

秋田県 山形県 福島県
	東北支店
事業審査・管理グループ
	〒980-0812
宮城県仙台市青葉区片平1-3-18
	022-227-5015

	栃木県 群馬県 新潟県 

長野県
	北関東支店

業務推進グループ
	〒371-8588
群馬県前橋市千代田町1-8-8
	027-232-6658

	茨城県 埼玉県 千葉県 

山梨県 静岡県 東京都 

神奈川県　
	まちづくり推進部

賃貸営業推進グループ
	〒112-8671

東京都文京区後楽1-4-10
	03-5800-9344

	岐阜県 愛知県 三重県
	東海支店
事業審査グループ
	〒464-8621
愛知県名古屋市千種区新栄3-20-16
	052-263-2906

	富山県 石川県 福井県
	北陸支店
業務推進グループ
	〒920-8637
石川県金沢市丸の内4-12
	076-233-4254

	滋賀県 京都府 大阪府 

兵庫県 奈良県 

和歌山県
	近畿支店
まちづくり推進グループ
	〒541-8546
大阪府大阪市中央区南本町4-5-20
	06-6281-9266

	鳥取県 島根県 岡山県 

広島県 山口県
	中国支店
まちづくり推進グループ
	〒730-0011
広島県広島市中区基町8-3
	082-221-8653

	徳島県 香川県 愛媛県 

高知県
	四国支店
業務推進グループ
	〒760-0017
香川県高松市番町2-10-8
	087-825-0512

	福岡県 佐賀県 長崎県
熊本県 大分県 宮崎県 

鹿児島県
	九州支店
まちづくり推進グループ
	〒810-8657
福岡県福岡市中央区天神4-1-37
	092-722-5028


フラット３５連絡協議会ホームページアドレス 　� HYPERLINK "http://www.tekigo-info.jp/" �http://www.tekigo-info.jp/�





【申請書式について】


フラット３５連絡協議会のホームページ等から会員機関で利用できる共通書式をダウンロードできます。








ファミリー対応又は高齢者対応の場合で自宅、店舗等の非住宅部分又は戸当たり面積などの条件に満たない賃貸住宅部分であっても、建物全体延べ面積の１／４未満であれば融資対象となります。





ケース１


Ｂ≧２００㎡　　　かつ　　　� EMBED Equation.3  ���


[Ｂ]及び[Ｆ]の両方が融資対象となります。





ケース２


Ｂ≧２００㎡　　　かつ　　　� EMBED Equation.3  ���


[Ｂ]のみ融資対象となります。


※記号は第三面の床面積表に対応しています。








地名地番については、全ての地名地番を記入してください。








竣工現場検査











「設計検査に関する通知書」を参考にして記入してください。





住戸タイプごとの住宅の専有面積を記入してください。








ファミリー対応又は高齢者対応の場合で自宅、店舗等の非住宅部分又は戸当たり面積などの条件に満たない賃貸住宅部分であっても、建物全体延べ面積の１／４未満であれば融資対象となります。





ケース１


Ｂ≧２００㎡　　　かつ　　　� EMBED Equation.3  ���


[Ｂ]及び[Ｆ]の両方が融資対象となります。





ケース２


Ｂ≧２００㎡　　　かつ　　　� EMBED Equation.3  ���


[Ｂ]のみ融資対象となります。


※記号は第三面の床面積表に対応しています。








計画に関する変更内容その他連絡事項がある場合は記入してください。





※印のある欄は記入しないでください。








物件検査のご申請は


株式会社　神奈川建築確認検査機関


℡.042-701-3935　　  　http://www.k-b-i.co.jp





地名地番については、全ての地名地番を記入してください。





オーナー住宅、技術基準や戸当り専有面積の条件を満たさない住戸などについて記載してください。（下図の[Ｄ]の部分の専有面積を記載。）


店舗や事務所などの非住宅部分については記載不要です。（下図の[Ｅ]の部分は記載しない。）











借入申込を行う融資種別にチェックしてください。





※印のある欄は記入しないでください。





融資種別、１戸当たりの床面積の異なるタイプごとに記入してください。


融資種別に応じ、技術基準や戸当り専有面積の条件を満たした賃貸住宅について、【対象住宅床面積表】に記入してください。（下図の[Ｂ]の部分の専有面積を記載。）





対象住宅の戸数＋その他の住宅の戸数の合計を記入してください。








借入申込を行う融資種別にチェックをしてください。


１．賃貸融資（ファミリー対応）と２．賃貸融資（高齢者対応）が混在する場合は、両方にチェックしてください。





建築基準法上の階数を記入してください。





敷地面積は、建築基準法上の面積としてください。（複数棟住宅がある場合はその合計）











非住宅部分の延べ面積は、店舗、事務所等の専用部分及び店舗等が専用使用する共用部分の面積を記載してください。





対象住宅の延べ面積、その他住宅の延べ面積について





共同住宅の場合（少数点第三位以下切り捨て）


　　　地上５階以下の場合：１戸当たりの床面積の合計×１．１３


　　　地上６階以上の場合：１戸当たりの床面積の合計×１．３１


連続建て、重ね建ての場合：１戸当たりの床面積の合計





複数棟ある場合で、建て方型式が異なる場合（共同建てと重ね建て等）や、地上階数が５階以下と６階以上に分かれる場合などは棟別に算出し、合計してください。





オーナー住宅、技術基準や戸当り専有面積の条件を満たさない住戸などについて記載してください。（下図の[Ｄ]の部分の専有面積を記載。）


店舗や事務所などの非住宅部分については記載不要です。（下図の[Ｅ]の部分は記載しない。）





申請住宅の具体的内容に詳しい担当者の連絡先等を記入してください。





「なし」にチェックをしてください。「あり」にチェックする場合は、敷地面積に対する空地面積の割合の式を記入してください。


空地面積の算定は、次式によります。


空地面積＝敷地面積－建築物－駐輪場－駐車場


空地面積には、敷地内通路も含みますが、駐車場の車路等自動車の通行のための通路を除きます。


緑地などが既に3%以上あることを確認している場合は空地面積を上記式による必要はありません。





賃貸住宅の棟数を記入してください。駐輪場等は含みません。





第四面に記載の戸数及び床面積の合計をそれぞれ記載してください。





連絡事項がある場合は記入してください。





プレハブ等の場合で機構承認住宅（設計登録タイプ）（機構があらかじめ工法等について登録を行った住宅）である場合は、「機構承認住宅（設計登録タイプ）の場合」欄の「会社名」及び「承認番号」を記入してください。





借入申込を行った融資種別にチェックをしてください。


１．賃貸融資（ファミリー対応）と２．賃貸融資（高齢者対応）が混在する場合は、両方にチェックしてください。








住戸タイプごとの住宅の専有面積を記入してください。





借入申込を行う融資種別にチェックしてください。





融資種別、１戸当たりの床面積の異なるタイプごとに記入してください。


融資種別に応じ、技術基準や戸当り専有面積の条件を満たした賃貸住宅について、【対象住宅床面積表】に記入してください。（下図の[Ｂ]の部分の専有面積を記載。）





非住宅部分の延べ面積は、店舗、事務所等の専用部分及び店舗等が専用使用する共用部分の面積を記載してください。





対象住宅の延べ面積、その他住宅の延べ面積について





共同住宅の場合（少数点第三位以下切り捨て）


　　　地上５階以下の場合：１戸当たりの床面積の合計×１．１３


　　　地上６階以上の場合：１戸当たりの床面積の合計×１．３１


連続建て、重ね建ての場合：１戸当たりの床面積の合計





複数棟ある場合で、建て方型式が異なる場合（共同建てと重ね建て等）や、地上階数が５階以下と６階以上に分かれる場合などは棟別に算出し、合計してください。





プレハブ等の場合で機構承認住宅（設計登録タイプ）（機構があらかじめ工法等について登録を行った住宅）である場合は、「機構承認住宅（設計登録タイプ）の場合」欄の「会社名」及び「承認番号」を記入してください。





「なし」にチェックをしてください。


「あり」にチェックする場合は、敷地面積に対する空地面積の割合の式を記入してください。


空地面積の算定は、次式によります。


空地面積＝敷地面積－建築物－駐輪場－駐車場


空地面積には、敷地内通路も含みますが、駐車場の車路等自動車の通行のための通路を除きます。


緑地などが既に３%以上あることを確認している場合は空地面積を上記式による必要はありません。








第四面に記載の戸数及び床面積の合計をそれぞれ記載してください。





敷地面積は、建築基準法上の面積としてください。（複数棟住宅がある場合はその合計）





建築基準法上の階数を記入してください。





賃貸住宅の棟数を記入してください。駐輪場等は含みません。





対象住宅の戸数＋その他の住宅の戸数の合計を記入してください。








申請者は借入申込者に限らず第三者の申請でもかまいません。





申請者は借入申込者に限らず第三者の申請でもかまいません。








空地面積





Ⅱ－５　工法別の共同住宅（賃貸住宅）界床仕様


　　　　　　　　　　　　　　～区画及び遮音基準に適合～





設計検査




















PAGE  

_1268738390.unknown

_1268738379.unknown

